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既存給水施設        

ハトロン州、ハマドニ行政区上下水道公社

(Vodocanal)、地下式水源井、4 本の深井戸の

うち、３本休止（井戸深度 47～54m）。稼動

中の井戸は円筒形型構造物（深度約 20m、口

径：約 8ｍ）の底部に井戸があり、観察揚水

位約３ｍ。 

地下式水源井、円筒形型構造物の地下に井戸

（揚水位約３ｍ、水中ポンプロシア製：

250m3/hr×60m） 

ポンプ破損による休止井 塩素供給槽、洋式バスタブを利用してい

る。塩素ガスが漏れて、建物の天井部鉄筋

が錆びてむき出しになっている。 
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ワークショップ（ほとんど機材なし、中央部

右側に極めて古い電機溶接機１台あり） 

高架タンク（H:20m、100 m3）

ハマドニ行政区上下水道公社による共同水栓

バルブが取れてしまっており、常時開放され

ている。 

ECHO の資金協力で建設されたハンドポンプ

付浅井戸だが利用者組合等は組織されていな

い。浅層地下水が農薬により汚染されている

ため、今後は浅井戸の建設は行わない。 

ECHO によるイティホーク農場給水施設リ

ハビリプロジェクト（2000 年） 
修復された高架タンク（塗装済み）
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サルハチ農場（チュベック・ジャモアット） サルハチ農場高架水槽（傾いており、タン

ク下から漏水している） 

既存給水施設（カリーニン・ジャモワット）

稼動しているが、配電盤、ポンプ、パイプの

改修が必要である。 

左図給水施設の直近にある自噴井、流し

っ放しとなっており、家畜用となってい

る。近くにこの様な井戸がもう 1 本あ

る。 

サ ル ハ チ 農 場 

井戸ポンプ小屋と変電用

トランス設備、稼動中 
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地質局南部水文地質探査隊で使用して

いるｽｸﾘｰﾝ。ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟにあるｹｰｼﾝｸﾞ削孔

用の専門ﾄﾞﾘﾙで作成（径 150mm）ｹｰｼ

ﾝｸﾞはﾛｼｱから調達している。 

ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ農村給水施設建設公社が保有する 2 台

の掘削ﾘｸﾞのうちの 1 台（URB-2MA-2）ﾋﾞｼｭｹﾝ

ﾄ州で 60m の井戸を掘削中、1970 年代のソ連

製の非常に古いﾘｸﾞで耐用年数を過ぎているが

どうにか稼動している、もう 1 台は 1992 年製

で十分に稼動しておりｿｸﾞﾄﾞ州で井戸掘削中で

ある。 

上の井戸掘削現場で使用されているﾄﾘｺﾝﾋﾞｯﾄ

（径 243mm）はﾛｼｱ製でﾒﾀﾙﾁｭｯﾌﾟを交換しなが

ら使用している。在庫が無くなった場合はその

都度ﾛｼｱのﾒｰｶｰから調達している。 
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径 168mm、肉厚 4mm の市販の汎用鉄管に

さび止めのｺｰﾙﾀｰﾙを塗布しｹｰｼﾝｸﾞ、ｽｸﾘｰﾝに

使用している。ｽｸﾘｰﾝの削孔は電気溶接機で

行っており非常に荒い仕上がりとなってい

る。 

地質局南部水文地質探査隊のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟにあ

る大型旋盤（1966 年グルジア製）。かなり

古いが、十分に稼動する。 

地質局南部水文地質探査隊のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟにあ

るｼﾞﾌﾞｸﾚｰﾝ（長さ 8m、吊り下げ重量 1 ﾄﾝ、

吊り下げ高 2.5m）。1983 年ソ連製であるが

十分に稼動する。 
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略語と重要用語 
  
略語 

AAH：給水セクター関連 NGO（Action Against Hunger） 

ADB：アジア開発銀行（Asian Development Bank） 

CIS：独立国家共同体 (Commonwealth of Independent State) 

DTH：ダウンザホールハンマー型掘削ビット (Down The Hole Hammer) 

EU：欧州連合（European Union）  

FA：農民協力組織 (Farmers Association): 

GDP：国内総生産高 (Gross Domestic Product)  

JDC：ジャモアット開発委員会 (Jamoat Development Committee)  

JICA：独立行政法人 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency）  

MOES＆CD：非常事態省 (Ministry of Emergency Situation and Civil Defense) 

NGO：Non-Governmental Organization 

OJT： 実地訓練（On the Job Training） 

PMK：旧ソ連邦移動機械化建設部隊 

RRDA：UNDP、改修・リハビリ・開発プログラム (Reconstruction, Rehabilitation, 

Development  Programme) 
TJS：タジキスタンソモニ (Somoni)、ディラム(Diram)、１＄＝約 3 ソモニ、１ソモニ＝

100 ディラム（貨幣単位） 

UNDP：国連開発プログラム (United Nations Development Programme) 

UNICEF：国連児童基金 (United Nations Children’s Fund) 

USAID：米国国際開発庁 (United States Agency for International Development) 

WHO：世界保健機構（World Health Organization） 

 
重要用語 

ロシア語を和訳・英訳するために、訳者により、役所名・地名が異なり、混乱が生じてい

る。ここでは、調査チームで統一した用語を用いた。なお、役所名は、タジク人の名刺で

もその英訳が異なることがあり、注意を要する。また、旧名称を使うこともあり、それら

の複数の名前を記して参考とした。 

 
住宅都市サービス国営公社：旧英語名（Communal Service）、ロシア語（コモンサービス）

と称され、全国のほぼ全ての都市部の給水事業を管轄する。
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旧公共事業省、現在、大統領府直轄機関 

上下水道公社：住宅都市サービス公営公社が管轄する地方都市中心部の給水事業を管轄す

る公社。現地ではヴォドカナール（Vodocanal）と称する。 

水利省：水資源省とも称し、農業灌漑事業を主体とし、地方の一部農村部の給水事業を管

轄する。英訳は、Ministry of Improvement and Water Economy、Ministry of 

Melioration and Aquatic Economy 等がある。 

ハマドニ行政区：旧名モスコフスキー（2004 年３月改称）、行政区の下位にジャモアット

と称する８つの行政単位あり、行政事務所を保有している。中心部の

ジャモアット（ライオンセンター）は、住民がモフコフスキー・ジャモ

アットと呼んでいるために、それに従った。 

ハマドニ行政区の正式名称 (Mir Saiid Alii Khamadoni) 

キシュラク：ジャモアットの下位に存在する行政上の最小集落単位。しかし、行政的な単

位ではなく、行政機能はない。住居は、ある小地域に固まって集落をなして

おり、これをキシュラクと称する。別冊付属資料の既存給水井分布図にキ

シュラクと給水区域を示す。 

フクマート：地方行政府 

ライオンセンター：地方都市（町）の中心部、(Rayon Center) 
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第１章 調査の概要 

１－１調査の背景・経緯 
タジキスタン共和国（以下「タ国」）では、ソ連邦からの独立とその後の政府軍と反政

府軍の内戦、更には頻発する自然災害によって、一人当たり GDP は 180 ﾄﾞﾙに落ち込み、

旧ソ連邦の中でも最貧国の一つとされている。中でも総人口 686 万人のうち 83%にも上る

と言われる貧困層の大半は本計画対象州であるハトロン州を含む地方に居住する農業従

事者であり、地方村落の農民に対する貧困対策は同国における重要な課題の一つとなって

いる。 

給水セクターに於ける現状では、地方村落部での水道普及率は 20%未満と低く、多くの

貧農は安全な水の供給が受けられず、農薬、家畜の屎尿等による汚染が指摘される表流水、

浅井戸に頼らざるを得ない状況におかれている。一方で水道の普及している首都ドゥシャ

ンベにおいても適切な上水管理がなされないまま、河川からの生水が直接給水されている

状況にあり、同国における給水事情は概して劣悪であり、同国の水因性疾患の高い発生率

の要因となっている。 

この状況を改善する為、「タ国」政府は、わが国に対して、非常事態省を実施機関とし、

農村地域の給水事情の改善を目的とした掘削機材の調達及び掘削技術移転の支援を要請

してきた。 

 

１－２ 調査の目的  
前述の要請に対し、日本国政府は以下を目的とした独立行政法人 国際協力機構（JICA）

による予備調査団を派遣し、基本設計調査の必要性を検討することとした。 

(1) 対象地域の給水事情、既存施設の状況等現況確認 

(2) 給水計画の策定、維持管理等の給水セクターの体制についての確認を行い、本要請の

無償資金協力としての妥当性を検証 

(3)本要請の目的である安全かつ安定した飲料水の供給を達成するために最も適切な方

法と協力範囲の検討 
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１－3 調査団員構成 
 

表１―１ 団員名簿 
 

No

. 

Name Job title Occupation Period 

(Arr.– Dep.)

 柳沢 香枝 

Kae Yanagisawa M’s 

総括  

Leader 

独立行政法人国際協力機構 

ウズベキスタン事務所 事務所長 

Resident Representative 

JICA Uzbekistan Office 

2004/9/16- 

2004/9/23 

2004/10/10-

2004/10/11 

1 深澤 晋作 

Shinsaku FUKAZAWA Mr. 

計画管理 

Planning Management

独立行政法人国際協力機構 

無償資金協力部 業務第一課 

First Project Management Div., 

Grant Aid Management Dep., JICA 

2004/9/16- 

2004/9/23 

2 

 

高柳 建二 

Kenji Takayanagi Mr. 
給水計画/地下水開発

Water Supply Planning 

/ Groundwater 

Development 

Planning  

(株)エヌジェーエス･コンサルタン

ツ 

NJS CONSULTANTS CO.,LTD 

Project Engineer, Engineering 

Dept. 

2004/9/16- 

2004/10/13 

3 佐々木 洋介 

Yousuke Sasaki Mr. 
機材計画 

Machinery Planning 

㈱ソーワコンサルタント 

SOWA CONSULTANTS INC. 

Planners, Engineers & Construction 

Managers 

2004/9/16- 

2004/10/13 

3 

 

香取 潤 

Jun Katori Mr. 
通訳（ロシア語） 

Interpreter  

(財)日本国際協力センター 

Japan International Cooperation 

Center 

2004/9/16- 

2004/10/13 

 
 
１－４ 当初要請内容 
要請内容は、井戸掘削機材２式、井戸掘削関連機材、調査機材及びブルドーザー等の土

木工事関連機材並びにこれらの機材を使用した井戸掘削に関する On-the-job Training

（OJT）である。井戸スクリーン等の井戸資材は含まれていない。要請機材内容を表 1―

１に示す。要請機関は非常事態省(Ministry of Emergency Situation and Civil Defense: 

MOES&CD)である。 

表１―２ 要請機材内容 

 

No. 機 材 名 数 量 

１ トラック搭載型さく井機（掘削能力：深度 200m、通常及び DTH 掘

削可能） 
2 台 

２ トラック搭載型高圧コンプレッサー（DTH 用：350 PSL, 900 FM） 1 台 

3 支援軽車両（物理探査用ピックアップ型ダブルキャビン） 1 台 
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４ 上記機材用スペアーパーツ １式 

５ Direct＆DTH 用掘削ツールスと付属品 １セット 

 Top-750 ﾘｸﾞ 用標準付属品  １セット 

 Drill Strings １セット 

 ビットと関係ツールス １セット 

 ケーシングと関係ツールス １セット 

 その他掘削ツールス １セット 

 井戸仕上げ機材 １セット 

 掘削作業用機材とツールス １セット 

６ 物理探査機材 １式 

 物理探査機材 １式 

 電気検層機材 １式 

 簡易水質分析機材 １式 

７ 支援機材 1 台 

 小型ブルドーザー 1 台 

 油圧式バックホー 1 台 

 給水車 1 台 

 ３トンクレーン付カーゴトラック 1 台 

（注、要請書による） 

 

１－5 調査結果概要 

１－５－１ 事業実施体制 
本計画の要請機関である非常事態省との協議において確認できた実施体制は以下のと

おりである。 

本計画の目標である伝染病の予防・被害からの復旧を含む自然災害への対応は非常事態

省が管轄する分野となっており、このため本計画においても非常事態省が要請機関となっ

ている。 

本計画に限らず、このような自然災害への対応における非常事態省の具体的な役割は関

係各機関の調整役及び施設建設、機材調達に関わる発注業務に限られている。この為、現

在、非常事態省では本計画を進めてゆく上で必要な給水事業の専門家等を有していない。 

非常事態省によれば、本計画が実施される場合には省内に、大臣直轄のさく井組織を作

る予定である。さく井技師は、外部の人材を公募して採用するが、同国では、過去に廃止・
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倒産した公社があり、さく井経験のある人材も多いので、確保することは可能であると非

常事態省では考えている。具体的には旧ソ連時代にあった、電力・建物・水路・水道等の

建設/メンテナンスを専門とする移動機械化建設隊（PMK）のような井戸建設を専門とす

る組織を作りたいと考えている。水利用に関する関係省庁である農業省、水利省、水利研

究所、水利省設計局等とも十分連絡し、必要であれば、設計等に関して発注することも検

討しているとのことである。 

以上のように現状では、大まかな計画は描いているものの、具体的なものは何もなく、

事業実施体制は極めて脆弱であると判断せざるを得ない。実施機関としては日本の協力に

より機材が入れば、それに合わせて体制作りを行うとしているが、無償資金協力は基本的

に実施能力が既にある組織に対するハード面での協力であることから、先方政府における

実施体制の整備がまず行われることが必要である。 

 

１－５－２ 給水施設建設に係る現在の実施体制 
具体的な給水施設建設については、ハマドニ行政区政府もしくは、実際に井戸を必要と

する農場が決定することとなる。次に、これらの施設建設が実施されることとなった場合、

井戸掘削作業は、政府または民間の企業体が行うこととなる。井戸掘削後のポンプ設置、

高架水槽設置、配水管敷設等の建設に関しては民間建設会社がおこなっている。 

非常事態省には井戸掘削作業を実施する体制は無い。一方で地質局や水利省では機材が

古い等の問題はあるものの、実際に井戸掘削を行っている公営企業体を有している。 

 

１－５－３ 給水施設に係る維持管理体制 
建設された施設に関しての維持管理の責任は、ハマドニ地区の中心であるモスコフス

キージャモワット（ジャモワット：行政上の単位の一つ）では水道局が、村落部における

その他の 7 行政地区では農場が有している。従って基本的には、これらの所有者が水道料

金の徴収を行い、それを財源として水道施設の維持管理を行うこととなる。一方で、水道

局であっても水道料金だけでは十分な維持管理は行えず、高架水槽や井戸水汲み上げ用の

モーターが故障したまま放置されているのが現状である。しかしながら、地方政府よりの

補助金は支給されていない。 

さらに、農村部で給水施設を管理している農場については、農地改革に伴う農場の分割に

より財政的にも弱体化し、給水施設の維持管理が行えない状況となっている。更に、給水

施設を保有する農場が、保有しない農場を給水区域に含めなければならないといった不合
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理も生じている。 

このことが、82 本の井戸のうち現在使用可能な井戸が 20 本に限られるという状況を生

みだしているのである。 

このように、本計画対象地域においては、給水セクターにおいて、行政が責任を持って

おらず、また給水施設の管理は農村部では各施設所有農場が独自に行うなど、給水セク

ターを管理する一元的な機関は存在していない。 

 

１－５－４ 対象地域について 
対象地域はハトロン州ミル・サイード・アリ・ハマドニ行政区（旧モスコフスキー行政

区）である。要請書においては、フェーズ 2 としてクリャブ行政区が対象地域としてあげ

られていたが、協議において本計画に含まれないことが確認された。 

 

１－５－５ 井戸建設機材の必要性について 
非常事態省ではハマドニ地区で本事業の実施中に井戸建設方法の OJT を受け、本事業

実施後、調達された井戸建設機材を非常事態省の所有とし、政府予算で全国各地の給水不

足地域において井戸建設を行うことを計画している。「タ」国には、給水不足の地域（ダ

ンガラ、ファイフォーレ、ビシュケント、ヒサール、トゥルソンジディ（トゥルサンサー

デ）、ディルバルディ砂漠、ミルゾ地域等）が多く、80～120m 掘削すれば、井戸水を飲料

水や灌漑水に利用することができると考えている。本計画により調達される機材の維持管

理・運営費は中央政府に要求する計画であるとしている。 

 

１－５－６ 井戸掘削機械２台の必要性について 
井戸掘削機２台の必要性について非常事態省の説明は以下であった。 

① 新規に掘削を必要とする井戸数の増加： 

ハマドニ地区で利用できる井戸数の推移は、（2001 年：44 本、2002 年：36 本、

2003 年：26 本、2004 年：20 本）と急激に減少している。これは既存井自体が旧

ソ連時代のもので古くなってきたためで、既存井を改修するよりも新規に井戸を建

設した方がコストが安い。既存井は既に耐用年数を越えている。 

数値に基づいた井戸建設計画といったものはないが、新規に掘削を必要とする井

戸数の増加と過去の経験から考慮して２台の井戸掘削機材が必要と考えている。 

② 稼動上の問題： 
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１台の機材が修理を必要としている時、他の一台が稼動できる。 

一方で、井戸以外の部分の給水施設部分改修に対する計画の有無の確認を行ったところ、

「要請内容がプロジェクトとして不十分であった、他の地域でも井戸建設をするために機

材を要請した」等の説明があったが、明確な回答は得られなかった。本要請対象地域では

井戸部分のみを建設したとしても、多くの給水施設では、高架タンク・配水管網が破損し

ており、給水できない状況となっている。このことから、破損した給水施設の修理に関し

てどのような計画を持っているのかは非常に重要な問題である。 

 

１－５－７ 要請機材中の土木建設機材の必要性について 
給水施設の配水管の敷設用土木工事やそれらの土地の整地に、シャベルカー(Excavator)

やブルドーザーが必要であるとしているが、現状これらの土木工事については民間企業に

発注している。新たに非常事態省が人員を確保し、これら土木工事を行うことの効率性に

ついては、疑問が残る。 

 

１－５－８ 井戸建設用資材 
スクリーン等の井戸建設用資材は、本来要請内容に含めるべきものであるが、要請書に

は抜け落ちていた、必要数量については追加要請としたいとのことであった。本計画を実

施する場合には、「タ」国財政を考慮した場合、具体的な計画を確認し資機材の調達も検

討する必要性は高いものと思われる。 

 

１－6 協議及び現地調査結果からの提言 
本要請は元来井戸掘削機材の調達を要請するものであるが、先にも述べたとおり、実施

機関である非常事態省ではこれらの機材を使用する体制が整っていない。一方、他の政府

機関、民間企業において井戸掘削を行うことは可能である。また、現地調査の結果、本要

請対象地域においては、井戸自体に問題があるのではなく、ポンプ、高架水槽、パイプシ

ステム等の給水施設全般に問題があることが確認されている。しかしながら、管理体制の

未整備、維持管理費の不足によりこれら給水施設の管理は行われていない。したがって、

井戸掘削機のみを調達しても住民への給水量を増加させることは困難であると判断する。

このことから本計画においては、機材調達に限定することなく「清潔な水を供給すること

による住民の健康の増進」という観点から協力内容を検討すべきである。 

この場合、対象地域における水不足の問題を早急に解決する為には、日本側で施設建設
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を行うことが最も適当であると考えられる。 

一方、現地調査において給水施設の大部分を占める農村部では、維持管理体制が各施設

所有農場任せになっており、行政としての関与がほとんどないことが判明した。このこと

は今後本計画を実施した場合、維持管理において問題が発生する可能性が非常に高いこと

を示している。また、この村落部における維持管理体制については非常事態省では把握し

ていない。 

このため、本調査団では、非常事態省及びハマドニ行政区政府(水道局責任者を通して)

に対し、①給水は BHN に関わることで行政が責任を負うべきものである②集中管理によ

る給水セクターの効率化③今後のプロジェクトを進めるうえで全体像を把握しているカ

ウンターパートが必要である、ことから、タジキスタン国として本計画対象地域において

既存の水道局の活用を含め一元的に給水セクターを管理する組織の設置を提案した。 

この提案に対し、「タ」国政府より対象地域の農村部及びセンター（モスコフスキージャ

モアット）の給水施設を一元的に管理する組織を立ち上げる為には法律の改正が必要であ

り、早急な対応は困難であるとの回答が得られた。 

このことから、要請地域の中から計画対象地域の絞込みをおこなうことが必要であると

の判断を行い、対象地域の優先付けについての協議の結果、要請地域の中では、最も行政

としての体制が整っており、裨益人口も大きいモスコフスキージャモアットの優先度が最

も高いことを確認した。 

しかしながら、対象地域を絞り込んだ場合でも今後の調査及び本体事業を行うとした場

合、先に述べたとおり実施機関である非常事態省には本計画を進めるうえで必要な給水事

業に係る専門家を有していない等の問題もあり、今後、非常事態省としてサポート組織の

体制作りを行い、この組織の立上げを受け、日本側と「タ」国側の本計画に関する具体的

な協議を行うことが双方により承諾された。 

 

１－7 現地調査総括 
（１） タジキスタンは１人当たり GNP180 ドルの最貧国であるばかりでなく、人間開発

指標においても 113 位（国連開発計画「人間開発報告書 2003 年」）に位置する困難国であ

る。同報告書によれば「改善された水源を継続して利用できる人口」は 60％となっている

が、現地の実態（首都においてさえ未処理の表流水が配水されている）からして、この数

字は現実を反映していないというのが実感である。今回の調査対象地域であるハトロン州

サイード・アリ・ハマドニ地区（District、露語では Rayon、モスコフスキー地区から改
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称）では、安全な水にアクセスできる人口は 20 数パーセントであるということであるが、

これがタジキスタン国内の平均的な状況であると推測される。であるが故に、タジキスタ

ン国内ではすべからく飲料水に関する問題を抱えており、地域による優先順位はつけ難い

というのが実情である。但しハマドニ地区はしばしばピアンジ川の洪水被害に遭い、二重

の困難を抱えていることから、非常事態省としても水問題の早期解決の必要性を認識して

本件を要請したものと理解できる。 

（２） ハマドニ地区は綿花と小麦の生産を中心とする大農業地帯であり、地区政府が置

かれている町（モスコフスキーJamoat）以外の７行政区（Jamoat）はソ連時代のコルホー

ズ（集団農場）が転じたものである。現在タジキスタンでは農業改革が進行中であり、コ

ルホーズは大小の民営農場（フェルメル・デカン）に分割されている。この過程で農業生

産と生活のための共同体であったコルホーズが有していた機能が空洞化するという問題

が生じている。給水施設もその一つであり、７行政区（Jamoat）の給水施設はその区に

存在するいくつかの大農場に分割され、同農場が所有と管理を行うと定義されているもの

の、実際には農場の財力不足から修復も維持管理もなされていない箇所がほとんどである。

また場所によっては、所有者である農場に属さない小農場の給水も同農場が担当しなけれ

ばならないという矛盾が生じている。他方、行政区（Jamoat）の役場には給水施設の修

復、管理を行うための権限が付与されていない。このように、ハマドニ地区が直面する問

題はソ連邦の崩壊と内戦による経済の疲弊に加え、他分野と未調整に進行する農業改革に

起因していると言うことができる。 

（３） 農場が給水施設を所有・管理することは幾つかの点で問題があると考えられる。

第一に安全な生活用水の安定的な供給は住民の生存の基礎であり、市場経済化を志向する

民営農場にそのような責任を課すことには無理がある。第二に、現在全く維持管理が行わ

れず、修理技術者も存在しない中で、数１０箇所の給水施設それぞれが個別に技術者や水

質検査技師を抱えて管理を行うことは現実的でないし、非効率でもある。第三に、地区全

体の状況を把握している機関も、管理に責任を持つ公的組織も存在しないという状態で無

償資金協力を実施することは不可能である。 

（４） この問題についてはハマドニ地区関係者も既に認識している。既存の組織を強化

するという意味では現在モスコフスキー行政区（Jamoat）しか所管していない水道局

（Vodokanal）が全地区を管轄することが最も現実的且つ合理的な案の一つであると考え

られるが、水道局長も同意見であり、今後地区内の意見を集約するということであった。

今後、本件基本設計調査に着手するためには、どのような形であれ、地区全体の給水施設
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を一元的に管轄する組織の設立を条件とすべきと思料する。尚、中央アジアにおいては、

既存のシステムを変更するためには法令の変更を伴う複雑な行政手続が必要となる場合

が多いが、強い意志と実行力を持つ個人のイニシアティブがあれば、その過程を加速する

ことができる。その意味では、地区議長であり元国会議員であったイスマイロフ氏の政治

力と、水道局長であるサファロフ氏の真摯な姿勢には期待が持てる。また給水事業に地方

政府（地区政府）が一元的に責任を負うという体制が確立したうえで本件無償資金協力が

実施されるのであれば、現在タジキスタンが目指している地方政府・地方自治の強化への

支援という観点からも有益な案件であると言うことができる。 

（５） しかし組織が確立されたとしても、本件無償資金協力の実施は容易なものではな

い。ハマドニ地区は地下水が豊富に存在し（地質局による）、水質も良好（調査団の簡易

水質検査による）、且つ全給水施設の所在地、稼動状況及び所有者が明確になっていると

いう利点を備えているものの、水道局管理下の住民は年間 1.6 ソムニ（約 50 セント）の

水道料金しか支払っておらず、また村落部の給水施設においては単純な溶接工事が行えな

いために放置されている給水塔もあり、財政的な状況は極めて厳しい。また給水施設が不

稼動となっている原因は井戸の機能不全ばかりではなく、施設全般にわたっている。よっ

て要請された井戸掘削機材等の整備だけでは問題の解決にはならない。 

（６） これらのことから、無償資金協力が実施される場合には、プロジェクトの内容を

既存の給水施設のリハビリ（代替井戸の掘削、ポンプの交換、高架タンクの修復、パイプ

の修復等）とすべきか、或いはより小規模な手押しポンプによるシステムに転換すべきか

について、総事業費、維持管理能力、財政負担能力、裨益住民の数等の側面から慎重に比

較検討されるべきである。また基本設計調査の一部として、住民の意識や料金負担能力等

を含む社会調査の実施を検討すべきである。更に本件カウンターパートの本邦研修（例：

タジキスタン、カザフスタン及びウズベキスタンを対象に実施されている｢水道経営｣コー

スなど）を組み合わせて実施することも必要であり、無償資金協力が実施される場合には、

来年度のコースにハマドニ地区水道局職員を参加させることも検討したい。 

（７） 本件要請機関は非常事態省であるが、調査の結果、省内に給水事業の専門家は存

在しないことが判明した。また現地においても非常事態省が水問題の解決に助力した実績

はこれまでのところないということであった。非常事態省は自然災害に直面する地域の問

題の解決に責任を持っているものの、財源及び人材の不足から実態は伴っていないという

のが実情であることが理解できた。また本件の対象となる給水施設の維持管理は恒久的に

必要なものであることからも、一義的には地方政府が責任を持つべきである。（これには
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ラジャポフ非常事態省第一次官も同意しており、政府に対し提言書を提出する予定である

ということであった。）他方、本件を推進していくためには中央省庁である非常事態省が

日本側との窓口となるとともに、タジキスタン政府内の調整（給水組織の一元化の推進、

無償資金協力の実施に伴う一連の認可、支出等）を行っていくことが必要である。更にハ

マドニ地区は国境警備上の重点地域であり非常事態省職員の同行なしに日本側調査団が

現地入りすることができないことから、同省の関与は不可欠である。（とは言え、調査団

が現地に滞在した限りにおいては、治安上の不安、問題点は全く認識されなかった。） 

（８） 最後に、冒頭に述べたように、タジキスタンにおける飲料水を巡る問題は広範且

つ極めて深刻である。本年７月に発生した洪水により首都ドゥシャンベの水道水が汚染さ

れ、腸チフス感染者が多く発生したことは周知のとおりである。また農村部においては、

ハマドニ地区と同様、既存の給水施設が機能しないために河川や溜まり水から取水せざる

を得ない住民も多い。これらのことがタジキスタン国民の健康に深刻な影響を及ぼしてお

り、別件で協議した保健大臣からも、保健医療の改善に先んじて水問題を解決してほしい

と要請されたほどである。本件要請は「特殊な地区の特殊な事例」ではなく、タジキスタ

ン全国に普遍的に存在する問題の一つが取り上げられたに過ぎない。よって、今後ともタ

ジキスタンの飲料水供給の改善について引き続き注意が払われ、我が国の支援が継続的に

実施されて行くことを切に希望する。 
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第２章 プロジェクトの周辺状況 

２－１ 当該セクターの現状  

２－１－１ タジキスタン国の一般状況 
（１）自然 

「タ」国は、周辺をアフガニスタン、ウズベキスタン、キルギス、中国に囲まれた中央

アジアに位置する内陸国である。国土面積は、14 万 3,100km2で、日本の約 1/3 に相当す

る。国土の約 94 %は、山岳地帯で占められ、更にその半分は標高 3,000m 以上の高地より

形成されている。特に、東部は、標高 5,000m ～ 6,000m に達するパミール高原よりなり、

その最高峰は、標高 7,495m のイスモイル・ソモニ峰（旧コミュニズム峰）である。図―

１にタジキスタン国地域図を示す。 

低地は、北部のフェルガナ盆地と南東部のアムダリア川支流の地域に限られ、人口もこ

れらの地域に集中している。 

主な河川は、フェルガナ盆地を流れるシルダリア川、北西部を流れるゼラフシャン川、

南西部を流れるアムダリア川の支流ピアンジ河がアフガニスタンとの国境を、コファルニ

ホン川、バフシュ川が北東部から南西部に流下し、合流する。いずれの河川も西流し、や

がて約 1,000km 北西のカザフスタンとウズベキスタン国境に位置するアラル海に注ぐ。 

 
（２）歴史 

「タ」国は、1991 年の旧ソ連邦解体とともに独立した。しかし、1992 年に、旧共産党系

とイスラム系野党との間で政権抗争が起こり、内戦が勃発することとなった。1997 年ま

で内戦は続いたが、和平協定に基づいて、1997 年６月に反政府勢力の閣僚を含む連立政

権が発足した。現在、中央政府は、イモマリ・ラフモノフ大統領を元首、オキロフ・オキ

ル首相を行政府の長としている。また、議会は上院と下院からなる二院議会制となってい

る。 

 
（３）経済産業 

農業が経済の中心であり、雇用の 65 % (2001 年、ADB、Key Indicators of Asian and 

Pacific countries)をしめ、GDP の 25 %（同）を生産する。このうち、綿花は「タ」国の

最も重要な換金作物で、2002 年における主要輸出物のうち、全輸出物の 18%をしめ、北

部のフェルガナ盆地とシルダリア川及びアムダリア川流域の灌漑農地で栽培されている。 

工業では、ソ連時代から夏期の豊富な水を利用した水力発電による安価な電力を使用し
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たアルミニウム精製が盛んであり、アルミの輸出額は、全輸出額の 57 %をしめる。しか

し、一方、冬期には山岳地域の水が氷結するため河川の水量が減り、電力不足の問題を抱

えている。地域によっては、一日の間に数時間しか電力の供給がないところもある。 

 綿花の収穫は、９月～11 月であり、農業従事者にとって、現金収入の入る１年中で最も

忙しい時期である。この時期には、地方政府・農場主ともに農作業の監督に忙しい。本調

査において、この時期と重なったために、ジャモアットの役所を訪問しても関係者が誰も

いないことを少なからず経験した。この時期の調査は避けた方が無難である。 

  
（４）人口 

全人口は、2003 年推計で、686 万人であり、全人口の 72 %が農村部に居住する。人口

の集中地域は、北部のフェルガナ盆地とシルダリア川及びアムダリア川流域を含む南西部

の都市部に集中している。表 2―１に主要都市及び人口を示す。 

  

    表２―１ 主要都市と人口      （単位千人））） 

No. 都市名 人口 特記事項 

1 ドゥシャンベ（Dushanbe） 562 首都  

2 ホジェンド（Khujand） 149 北部フェルガナ盆地 

3 クリャブ（Kulob） 78 南西部アムダリア川流域 

4 クルガンチュベ Kurgan-tyube： 旧
Uroteppa) 

60 南西部アムダリア川流域 

5 イスファラ（Isfara） 51 北部フェルガナ盆地 

6 ホログ（Khorog） 28 南中央部アムダリア川流域 

 
 
（５）行政の仕組み 

「タ」国の行政区分は、図２−１に示すとおり、中央政府の下、ドゥシャンベ市とソグ

ド州、ハトロン州、ゴルノ・バタフシャン自治州という３つの州（州は英語では Region。

ロシア語では、Oblast と呼ばれる）と１つの特別区（政府直轄区）の大きく５つに別れて

おり、更に地区（「地区」を意味するロシア語のライオン（Raion）と呼ばれている。英語

では District）に分割されており、州の知事及び地区長は大統領が任命している。 

さらに各地区は、中心となる地区センター（ライオンセンター）とジャモアット

（Jamoat）に別れており（図２−２参照）、これらが最小行政単位となっている。ジャモ
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アットは、旧コルホーズ（集団農場）が行政組織に転じたものであり、地区政府から指導・

監督を受け、ジャモアットの長は地区長により任命されている。 

ジャモアット内には、更にキシュラクやマハリャという住民組織が存在しているが、こ

れらは伝統的な地区区分であるため、法律により定められた公的な行政単位ではない。 

なお、「タ」国では、中央政府からジャモアットまで全てのレベルの行政機関を「フク

マット（Hukmat。タジク語で「政府」という意味）」と呼んでいる。 

 

図２−１ タジキスタン国地方行政構造 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図２−２ 村落地区（ライオン）内の行政単位の概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
２－１－２ 国家開発計画  
「タ」国では、国家開発５ヵ年計画といったものは存在しないが、2002 年 6 月に PRSP

が国会で承認されており、また PRSP 作成以前に経済貿易省により「社会経済開発計画
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（Socio-Economic Development Programme）」が作成されている。現状「タ」国ではこ

の「社会経済開発計画」を基に、毎年の「公共投資計画（Public Investment Plan）」を作

成している。しかしながら、PRSP における戦略と「社会経済開発計画」及び「公共投資

計画」の間に関連性が薄く、開発における課題となっている。 

 

２－１－３ 給水セクター行政機関 
（１）水利省 (Ministry of Melioration and Aquatic Economy) 

[従来、JICA 専門家が様々な和訳（水利省・水利事業省・水資源省）・英訳（Ministry of 

Improvement and Water Economy, Ministry of Melioration and Aquatic Economy） を

しているが、ここでは、水利省で統一した。] 

水利省、第一次官（Mr. Nurulo Ashurov）と第二次官（Mr. Hasanov Hamidjon 

Usmonovich）によれば、水利省の給水に関係する役割は次のとおりである。水利省の業

務は、主として農業灌漑が主体である。タジキスタン農村水道建設公社（タジク農村水道

建設公社）が省内に設置されており、地質調査を行なった後、水源（地下水）開発を行い、

種々のプロジェクトの設計をし、農村地区の給水施設の建設を行っている。この企業は、

国全体の農村地域の開発に係わっているので、全国どこでも企業活動が可能である。都市

部の給水は、住宅都市サービス国営公社（コミューナルサービス）が行っているが、発注

があれば、都市部でも給水施設の設計・建設が可能である。ハマドニ地区では、2003 年

にサルハチ農場の依頼により、ロシア製ポンプの修理を行った。この際には、農場が修理

代金を負担した。ハマドニ地区には、灌漑システムに関係する水資源省を代表する責任者

はいるが、住民給水の責任者は置いていない。クリャブ、フジャンドには、タジク農村水

道建設公社の管理建設局があり、建設部隊を所有し給水の担当者（技術者）が駐在してい

る。機材は、ブルドーザーやグレーダー等の建設機材を保有している。 

ただし、タジク農村水道建設公社を後日訪問し、インタビューした結果では、直接水道

施設を運営・管理しているのは、一部の地域であり、ほとんどの農村部の給水施設の修理・

建設は、請負・契約ベースで行っていることが判明した。 
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（２）タジキスタン農村水道建設公社 

タジキスタン農村水道建設公社は、1983 年に設立され、本来１つの省であったが、1997

（8）年に水利省の一部門となった。タジク農村水道建設公社の総裁は、水利省大臣の指名に

より、政府の承認を得て任命される。組織図を図２―５に示す。請負・契約により、農村地

区の給水施設の設計・施工・管理を行っている。 

また、設立当時から全国 28 地区の行政地区中心部及び農村部の給水施設を所有し、タジク

農村水道建設公社が管理・建設・水道料金を徴収して直接経営している。ハトロン州では、

４つの地区（ダンガラ、ボフタール、コルホザバート、ホムサンギルスキール）の給水施設

を管理運営している。これらの水道施設の維持管理のために、ジャモアットがお金を支払っ

ている。 

直接経営している水道施設の１つとして、首都から 20ｋｍ南方に位置するヒザール地区

No.5 幹線水道管理局を訪問し、水道施設を見学した。同所で管理している１部給水施設の概

要は次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 

図２―４ オビキーク幹線水道（ドゥシャンベ近郊）概念図 

深井戸３本（稼動２本、１本はスクリーン

の目詰りで休止：井戸深度

70m 、径 426mm 、揚水量

255m3/h×２） 

ポンプステーション

５箇所経由 

地下式貯水タンク： 
1000m3×２ 

高所に揚水、 

ガラベ貯水タンク： 
250m3×２ 

ニザンバイ貯水タン

ク：500m3×２ 

重力配水、途中

給水

62 km 

深井戸 

資料：タジキスタン農村水道建設公社、ヒサー

ル地区 No.5 幹線水道管理局による。 
給水人口：65,000 人、1972 年建設、給水

原単位：110 ℓ/人/日（国家統一基準） 
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（３）政府直轄住宅都市サービス公営公社（コミューナルサービス） 

ハトロン州の地区センターは、２８あり、そのうち、14 地区に上下水道公社（ヴォート

カナール）がある。コミューナルサービスは、法的には地区水道公社を直轄していること

になっており、その責任者、主任技師、主任会計係りを任命している。その組織図を図２

−６に示す。財政的には、地区水道公社が独立採算で、職員の給料・電力・日常的な小修

理を行っている。大規模な修理も水道料金で賄うのが原則となっているが、予算的余裕が

なく修理されないままとなっている。水道料金の設定に関するガイドラインは、コミュー

ナルサービスが作成し、それぞれの地方政府と独占禁止委員会と協議の上で決定している。

地区水道公社と本部との人事交流・交替が行われている。 
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２－１－４ 他ドナー・NGO の援助動向・活動  
（１） EU 援助機関（ECHO） 

EU は、1993 年以来、自然災害、人為的災害等の巨大災害に対する緊急セクター援助を

行ってきており、その内訳は、以下のような３分野に分かれる。なお、援助額は、1993

年～2004 年（11 年間）で、145 million ユーロで、2004 年～2005 年（１年間）で 8.5 million

ユーロであり、 計画全体は、2007 年に終了する予定である。 

 
１） 無償食料援助セクター 

困窮家庭に食料を援助する小規模食料緊急援助プロジェクト 

２） 保健衛生セクター 

全国・州・村落レベルでの医薬品供給及び医療治療トレーニングプロジェクト、（実

施機関：保健省） 

３） 飲料水供給セクター 

ECHO が資金を拠出して、UNDP、ACTED (フランス NGO)、Chezly（イタリア

NGO）、AAH（イギリス NGO）等により給水改善計画を実施している。 

本調査対象ハマドニ行政地区では、UNDP と契約を締結し、2001 年より大規模給

水施設の改善計画を実施してきた。しかしながら、10 月～4 月まで、水力発電の

ための貯水池の水位が低下するため、首都ドゥシャンベやホジェンドのような大都

市は別として、農村地区では、電力供給が朝・夕それぞれ２時間ずつに限られる。

電力供給は極めて不安定で、電圧の変化が激しく、施設建設１年後にモニタリング

したところ、井戸揚水用の水中ポンプ、制御盤、トランス、スイッチのほとんどが

破損する事態となっていた。また、水がでない公共水栓を住民が無理にハンドル操

作したため、公共水栓のほとんどが破損していた。 

 一方、湧水供給システムは、ACTED/Chezly NGO によって実施されているが、

湧水箇所が限られるために、対象となる村落数は限られている。 

深度 12ｍまでのハンドポンプ付浅井戸建設計画は、1999 年より ACTED (NGO)

により実施されてきた。しかしながら、保健省傘下の SES（公衆衛生・疫病セン

ター）によれば、同国での換金作物であり、一般的な耕作物である綿花畑に、多量

の農薬が撒かれた為に、浅層地下水も農薬に汚染されていて飲料に不適である。そ

のため、ECHO は、ハンドポンプ付浅井戸の建設は、給水に困窮している住民に

対する緊急避難的なものとしてとらえており、今後建設は一切行わない予定である。 
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井戸深度 50～60 m の深井戸の地下水は安全であり、今まで、５乃至６本の深井

戸を建設した。インド製（？）のハンドポンプ（名称パミール？）は、40～50ｍ

くみ上げることが可能である。しかし、当地にあるソ連製の古い機材では、深い深

度を掘削することが困難で、深井戸建設も進まない状況にある。 
給水施設の維持管理のために、ジャモアット開発委員会 (Jamoat Development 

Committee:JDC)、農民協力組織 (Farmers Association) を設立した。JDC は、

技術者（１人）、会計係り（１人）、施設操作員（１人）よりなっている。しかしな

がら、人々の水道料金を支払う意思がないため、水道料金の徴収はうまくいかず、

機材が壊れても修理するお金もなく、大規模給水施設では、塩素滅菌装置を設置し

ても塩素剤を買うお金もない。FA も同様に機能していない。施設が壊れた後、住

民は以前と同様に灌漑用水路に飲料水を汲みに行っており、プロジェクト実施後と

以前ではなんら変わらない状況になっている。 

以上のような経験を踏まえて、ECHO 担当者は、プロジェクト実施に関して、

以下の４つの問題点を指摘した。 

プロジェクト実施に際しての解決すべき問題点 

①電力の安定供給 

②施設運転員の訓練（電力が安定している時のみ運転させる） 

③住民が水道料金を支払うこと（旧ソ連時代は無料だったので支払い意識がない） 

④ジャモアットや FA が、給水施設の運営維持管理に対して責任感をもつこと 

（施設が壊れてもなんら対策をしない） 
 

（２） UNDP クリャブ地方事務所 

１）ECHO 資金による UNDP のハマドニ地区給水施設改修実績 

ECHO 予算で実施しているのは、公共水栓（各戸給水）式の規模の大きな給水施

設の改修のみであり、ハンドポンプ付き井戸給水施設は、建設していない。建設１

年後にモニタリングしているのみで、その後は所有者である農場の責任管理となる。

1999 年に、USAID 予算により、パンジャブ・ジャモアットで、トランスの設置等

小規模な改修を行った。UNDP によって実施された給水施設化改修実績を以下に

示す。 

 UNDP 事業は、１年毎の予算計画であり、対象サイトはその都度決定するので、

どこの農場の給水施設を改修するのかはそのときになってみないとわからないと
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のことであった。UNDP では、将来全体計画や対象地域について具体的な計画を

策定していないとのことであった。そのため、農場給水施設の改修については、も

し将来日本側で取り上げるようになった場合、競合するような可能性が残る。その

ため、もし、地区センターの給水施設を改修する計画を実施する場合、決定後、速

やかに UNDP 地方事務所に連絡をして計画の重複を避ける必要がある。 

その他、UNDP は、ジャモアットレベルで、独自の活動として、JDC や給水利

用者委員会（WUC）を設置しているので、これにも注意する必要がある。これに

ついては次節で述べる。 

 
表２―２ ECHO 資金による UNDP のハマドニ地区給水施設改修実績 

No. 実施対象サイト 実施年度 資金 

１ イティホーク農場所有給水施設（水源地施設）の改修 2000 年 ECHO 

２ メフナートボード・ジャモアット、ナブルース農場の

給水施設（水源地施設）の改修 
2001 年 ECHO 

３ メフナートボード ジャモアット、ナブルース農場の給

水施設（水源地施設）の改修 
2001 年 ECHO 

４ カフラモン・ジャモアット、サイードフ農場の給水施

設（水源地施設）の改修 
2001 年 ECHO 

５ カフラモン・ジャモアット、サイードフ農場の給水施

設（公共水栓）の改修 
2002 年 ECHO 

６ カフラモン・ジャモアット、サイードフ農場の給水施

設（住宅地域の配水管網）の改修 
2002 年 ECHO 

７ チュベック・ジャモアット、ハョティナヴ、トゥグル、

トゥダボヨン、グルボグ各キシュラクの給水施設改修

2003 年 ECHO 

(注：UNDP 資料による) 

 
ハョティナブ農場主から ECHO の農場給水施設に関する改修内容を確認した。

水源の周り施設の改修が中心であり、新しい井戸用ポンプ及びトランスの設置、建

物の改修、高架タンクのリハビリ、配水管については、部分的に補修したとのこと

であった。  

 
２）UNDP による JDC 活動 

UNDP は 、 コミ ュニ ティ プロ グラ ムと して 、 RRDP （ Reconstruction, 

Rehabilitation, Development Programme）を推進している。その戦略は、JDC

を設立し、住民参加と行政能力を強化することである。実施期間は、下記のように

２期に分かれる。  
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RRDP 計画 

Phase I：(1996-2002 年) 

Phase II：(2002－2003 年) 

目標：地方開発 

地方経済開発 

雇用の創出 

 
この計画は、Phase II 終了後も継続して続いている。その実施対象サイトは以下

のとおりである 

,        表２―３ JDC 設立対象サイト   （2004 年現在） 

資金援助機関 対象地域ジャモアット 援助対象内容 
Yol 
Panjob （ハマドニ行政地区） 
Parqad 

 
インフラ 

 
 
 
 

USAID 
Dehbaland 
Kulchashma 
Tugarak 
Kaduchi 
Jonbakht 

 
 

ドイツ政府 

Kulob 
Dahana 
Farkhor 
Dehgohariq 

 
 
 
 

貸付回転資金 

 
 

UNDP 

Mehnatobad（ハマドニ行政地区） 
Childukhtaron 
Sariosiyob 
Dashtijum 

 
 
      ― 

（注：UNDP クリャブ地方事務所による。） 

 
JDC 活動のうち、貸付回転資金計画は、ジャモアット内に JDC を設立し、無償で

基本基金（$20,000 - 30,000）を供与する。JDC は、これらの資金を使って低利で、

農家に貸し出し、農家は零細ではあるが事業を行い、利子を付けて返す。一方、JDC

下部組織として、給水利用者委員会（Water Users Committee）、婦人委員会

（Women Committee）、入札委員会、貸付管理委員会等の委員会を設立する。こ

のうち、給水利用者委員会は、給水施設を管理する農場主とキシュラク住民との間

に介在し、水道料金を徴収したり、こわれた給水施設の維持管理を農場主に掛け

合ったりするボランティア的な業務を実施する。これらの職員の給料は、貸付基金
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が増加しているので、小額ではあるが支払ったり、簡単な給水用電力設備（トラン

ス）が、調達できる場合もあるとのことであった。ハマドニ地区のハンジャブ・ジャ

モアットには、JDC が既に設立され、活動を行っている。 

なお、地方行政府（フクマット）の建設建築部長に ECHO（UNDP）等の給水

施設改修に関する活動について確認してみたが、認識をもっていなかった。そのた

め、ECHO（UNDP）は、地方政府を関与させず、ジャモアットや農場主と直接

交渉により給水施設の改修を行っていると思われる。 

 
（３） UNICEF 

学校及びその周辺地区村落を中心にハンドポンプ付き深井戸の建設を行ってい

る。関係省庁は、教育省(Ministry of Education)と保健省(Ministry of Health)であ

る。深井戸の深度は、40 – 60 m である。ハンドポンプ付き深井戸の建設費一基当

り$3,500 で、Indian Mark III、Aderief、Tara-pump 等を設置している。ハトロ

ン州に 3,500 基のハンドポンプ付き浅井戸を建設してきた。この建設費は、一基当

り＄100 以下である。しかし、農薬による地下水汚染が明らかになり、2000 年よ

り設置していない。その他、水洗式トイレを学校に建設している。 

 
（４） ACTED (フランス、NGO) 

1996 年～2002 年に 3,000 基以上のハンドポンプ付き浅井戸を建設した。このう

ち、ハンドポンプ付き深井戸と手堀井戸が合計 97 基、トイレ建設が 1,500 基以上、

深井戸をリハビリしてハンドポンプを設置している（数は不明）。このリハビリ内

容は、ハンドポンプを取り除き、井戸の中を洗浄する方法（井戸仕上げと同様）で

ある。 

ハンドポンププロジェクトの実施においては、ジャモアット行政組織と直接に協

議を行い、その需要調査は、村落に行って調査を行っている。その必要性の高い村

落を選定してハンドポンプ付き井戸を設置している。 

従来、ハンドポンプ付き井戸は、１基当り 400 人が対象であり、設置につき、

全体費用の一部住民負担分として、＄75／/ﾊﾝﾄﾞﾎﾟﾝﾌﾟ１基（0.5 ソモニ/人）を徴収

していたが、現在、１基当り 250 人を対象とするように変更中である。維持管理

の費用徴収のために、小規模水利用グループ(Small Water Users Group)を形成し、

３人の責任者（技術係・管理者・女性代表）を指名し、スペアーパーツ費用を徴収
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するための教育を村民に行い、村民自身によって、維持管理費の徴収方法を決定し、

実行する方法を取っている。しかし、維持管理費の徴収は円滑には進んでおらず、

これからの課題となっている。 

最近、極小型のさく井機械を１台購入した。これは細かい砂利・砂層のみ掘削

が可能で、60m まで掘削が可能である。しかし、掘削能力が限られており、日本

側で機材調達してくれるならば、将来利用したいとの表明があった。 
 

２－１－５ 農薬による浅層地下水汚染 
WHO、健康と環境欧州センター及び「タ」国保健省(Ministry of Health)とドイツ連邦

環境局（Federal Environmental Agency of Germany: FEA）は 、2001 年に同共和国内

の飲料水の安全性調査 (「タジキスタンの飲料水源における有機塩素系殺虫剤汚染のアセ

ス メ ン ト 調 査 」： Survey for an Initial Assessment of Current Pollution by 

Organochlorine Pesticides in Drinking-Water Sources of the Republic of Tajikistan) を

行った。FEA は、汚染農薬物質を分析するためのガスクロマトグラフィーを含む分析機材

を供与した。水のサンプリングは、ソグド州、ハトロン州、政府直轄地域の３州で、110

箇所の地下水・表流水で実施された。これらの内訳は、地下水サンプルが 70 箇所（ハマ

ドニ地区 3 箇所含）、表流水が 40 箇所である。 

分析された農薬は、lindane、DDE・DDD・DDT、Methoxychlor、Aldrin、Dieldrin

等の 12 成分である。 

本調査により次の３つの結論が得られた。 

１． 有機塩素剤殺虫剤による飲料水汚染が広く分布している。調査サイトの 86%で、

１乃至 2 種類の農薬物質が検出限界以上の濃度で検出された。 

２． 調査されたサンプルのうち、WHO のガイドラインと比べるとその濃度は低い。

より厳密な EU 基準と比べると、サンプルの１割が１つ又は２種類の農薬成分で

基準値を超えていた。 

３． サンプル水で EU 基準値を超える殺虫剤成分は、DDT、DDD、Dieldrin､

Methoxychlor､ a/β―HCH である。 

 
なお、会見した WHO 欧州地域、「タ」国連絡事務所、Medical Dr. Nazira P. Artykova

女史によれば、農薬による地下水汚染は、深度により汚染度が異なり、散布された農薬汚

染は、残留し 25 年間続くので、15 年前に使用が禁止されたが、今後、少なくとも 10 年
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間は続くとのことであった。 

本アセスメント調査をさらに発展させたものとして、WHO と UNICEFF のジョイント

プロジェクト (飲料水の緊急アセスメント:Rapid Assessment of Drinking Water:2004 年

９月～2005 年９月) を実施している。必要であれば、今後これらの結果の提供をする旨

Dr. Nazira 女史より申し出があった。 

 

２－１－６ 飲料水水質基準 
「タ」国では、現在飲料水水質基準の正式なものはなく、WHO は、飲料水基準に係わ

るプロジェクト(Developing National Standards on Drinking water)を 2004年 12月から

発足させ、2005 年 10 月に完了させる計画である。WHO によれば、給水施設を建設する

場合には、保険省、公衆衛生・疫病センター  (Republic Center of Sanitation & 

Epidemiology Surveillance:旧 SES) にその許可と水質検査を依頼し、許可を得ることが

必要となっているため、何らかの基準があるはずであるが、現在、保健省等がどの程度、

旧ソ連の飲料水水質基準を重視しているのかは不明であるとのことであった。 

 

２－１－７ わが国の援助実施状況   

給水セクターにおける一般無償資金協力は本件が初めての要請案件であるが、草の根無

償により、2002 年に、トルディエフ農場灌漑用水路 (30ｋｍ) 及びキーロフ農場灌漑用水

路 (30 km) の清掃が行われている。 

また、2003 年 11 月から 12 月にかけて、村落飲料水供給に関して水源開発/水理地質及

び社会調査/公衆衛生の短期専門家が派遣されている。 

 

２－２ 調査対象地域の概要 

２－２－１ 計画対象地域 
（１） 概況  

計画対象地域は、ハトロン州、ハマドニ地区であり、首都ドゥシャンベの南東、約 120 km

に位置している。ハマドニ地区は、南部を西流するピアンジ河によって区切られ、同時に

それはアフガニスタンとの国境となっている。東部と西部を標高約 800m～1,300ｍの山地

により挟まれ、その谷を南流するヤクシュ川及びクジュルシュ川により形成された沖積平

野に立地する。その地域は、東西約 22 km、南北約 18km の広がりをもち、北西-南東方

向に長い台形の形をしている。行政境界は、北東部をヴォセ地区に、西部をパルハール地



- ２７ - 

区によって囲まれている。図―１地域対象地域図を参照。 

 
（２） 交通・通信 

日本から首都ドゥシャンベへの直接航空路はなく、調査チームは、ウズベキスタン国、

首都タシケント経由で入国した。タシケントから「タ」国、第２の都市ホジャンドへは、

車で３時間の道程である。道路状況はそれ程悪くはない。ホジャンドからドゥシャンベま

では、国内線があり、飛行機で約１時間弱である。ドゥシャンベからハマドニ地区までは、

標高 1,300m の峠を２箇所越えて、所要時間約 4～6 時間の道程である。道路は、アスファ

ルト舗装されており、比較的良い。ドゥシャンベでは、天然ガスで走っている車両が多く、

地方へ行くとガソリンとなり、総じて、車両の走行状況が悪くなる。 

ハマドニ地区では、電話は一般的ではない。町の郵便局に電話があるが、混雑しており、

利用時に順番待ちの覚悟が必要。その他、地方政府に１本中央と連絡できる電話がある。

都市型携帯電話はハマドニ地区の中心地域では通じないが、アフガニスタン国境付近など

農村部においては使用できる地域が存在しているものの、実用的ではない。 

 

２－２－２ 自然状況   
（１） 気象 

表 3―５に、1991 年～2000 年の 10 年間のピアンジ河流域（ハマドニ周辺地区）の降水

量を示す。年間降雨量は、約 400mm であり、11 月～５月に降雨量が多く、月平均降雨量

は、40.9mm で、６月～10 月には降雨量が少なく、月平均降雨量は、5.8mm である。現

地住民によれば、通常、９月の終わりに、１日～２日間、連続した弱い降雨があり、３月

～４月の春先に大降りの雨が降るそうである。最近は、気象変化のためか、大雨はない。

雷は、３月～４月、９月～10 月の雨の時期にみられるとのことである。 

 
表２―４ 月別降水量           (単位：mm)  

年 1 月 ２月 ３月 4 月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 合計 

1991 76.5 56.0 44.6 24.8 71.2 2.1 1.2 4.2 21.3 6.0 19.7 167.6 424.1
1992 47.0 36.1 41.2 35.6 36.0 10.1 0.0 - - 0.3 1.9 57.1 - 
1993 11.5 55.4 57.3 41.8 81.2 9.8 0.0 2.0 - 6.8 79.4 32.7 - 
1994 20.6 45.8 81.5 30.8 21.1 3.8 0.3 - 1.0 15.3 27.4 37.4 - 
1995 12.2 62.1 86.8 36.1 47.5 4.2 0.4 - 1.4 5.0 - 27.1 - 
1996 8.3 32.2 120.8 92.3 18.2 6.5 2.8 0.5 - 24.9 0.0 1.2 - 
1997 5.0 13.5 23.1 9.7 0.8 - 0.0 1.0 - 1.2 - - - 
1998 58.5 95.9 76.9 99.4 84.4 3.9 0.4 1.4 - - 3.8 10.1 - 
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1999 6.8 69.5 - 10.8 16.5 3.8 25.5 5.5 10.8 3.5 71.7 0.0 - 
2000 35.0 8.8 33.6 12.0 11.6 8.7 ? ? 1.9 25.9 22.3 43.2 - 
平均 28.1 47.5 62.9 39.3 38.9 5.9 3.4 2.4 7.3 9.9 28.3 41.8 404.8

（注：-記号は欠測値を示す。） 

 
（２） 地形・地質 

当地域の地形は、標高 800m～1,400m の開析山地よりなり、その地質は新第三紀層か

ら構成されている。その中に標高 1,334m で中生代層より構成される塩単体のホジャムミ

ン塩山がハマドニ地域の北部に立地している（図―１対象地域図参照、なお地質は地質調

査所の壁に貼ってあった地質図を参照して記載）。これらの山地は、乾季の終わり頃だっ

たためか、緑が見られず、枯れ草に覆われた禿山となっていた。ハマドニ地域は、北部か

ら南流するヤクシュ川とクジュルシュ川との合流点に形成された標高約 450mの谷底平野

である。対象地域のハマドニ地域は、上流のヤクシュ川とクジュルシュ川の合流点から比

較的平らな土地となっており、東部から南西へ流れるピアンジ河付近まで続く。ピアンジ

河へは、急勾配の崖をもって標高が低くなっている。ピアンジ河対岸はアフガニスタン領

内であり、1,100m～1,300m の急峻な山地が連なっているのが見渡される。 

 

２－２－３ ハマドニ地区地方行政府の組織 
ハマドニ地区地方行政府は、議長の下、４人の副議長が各部を担当している。その組織

を図 3―5 に示す（事務局長による）。このなかで、建設建築部には、各地域の１/2,000～

1/5,000 の古い地図が存在する。したがって、地図を探す場合には、建設建築部にあたっ

てみることが必要である。今回の調査においては、地方政府建設希望地のプーシキン・キ

シュラク（カフラモン・ジャモアット）の 1/5,000 地図を入手した。ただし、それらは、

地図の表示部分が薄くなっているものが多い。 

ハマドニ地区政府の組織図によれば、給水に関係する部署はなく、給水技術者は存在し

ない。 
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２－２－４ ハマドニ地区地方行政区域 

ハマドニ地区は、８つのジャモアットより構成される。その内訳を表 2―6 に示す。 

 
表２―５ ハマドニ地区地方行政組織 

No. ジャモアット名 代表者名 

１ モスコフスキー（Moskovski）（地区

センター） 
Ms.Kucharova Citorama  

２ チュベック（Chubek） Mr.Saidov Khamrokul 

３ カフラモン（Kakhramon） Mr. Rakhimov Sharif  

４ メフナトボード (Mekhnatobod) Mr. Hukmotov Fathullo 

５ ダシュティグロー (Dashtigulo) Mr.Murodov 

６ カリーニン （Kalinin） Mr.Bukhoriev 

７ トゥルディエフ (Turdiev) Mr. Sharipov 

８ パンジャブ (Panjab) Mr. Rakhmonov Abdurazok 

 
 
２－２－５ ハマドニ地区、地方政府機関による対象地域の給水施設概況と給水

施設の新設希望サイトとその要請理由  
（１） ハマドニ地区、地方政府機関による要請対象地域の給水施設概況と給水施設の新設

希望サイトとその要請理由 

要請書には、ハマドニ地区において、旧ソ連時代の 1950 年代以降、80 本の深井戸

議長 事務局長 

副議長（４人）

人
事
部 

総
務
部 

女
性
問
題
部 

経
済
部 

イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
部 

少
年
部 

青
年
部 

建
設
建
築
部 

ス
ポ
ー
ツ
部 

非
常
事
態
部 

教
育
部 

財
務
部 

社
会
保
険
部 

（事務局長からの聞き取りによる。）

 
図２－７ ハマドニ地区行政府組織図 
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が建設され、現在では、僅か 23 本の井戸のみが利用されているとしている。これ

らの実態について調査を行った。ただし、9～11 月までは、一年と通じて最も忙し

い綿花の収穫時期であり、各給水施設を所有している農場主はもとより、ジャモ

アット責任者、職員も出払っており、ほとんど会見することすら困難な状況であっ

た。さらに、旧ソホーズやコルホーズであった農場がさまざまに分割されており、

一部の給水施設がどこの農場またはジャモアットに属するのか、農場主やジャモ

アット責任者においても不明な点が多く、複数のジャモアットを訪問したが、地元

民同士でも議論に 40 分以上かかる場合がしばしばであり、実態を把握するのが困

難な状況にある。 

このような中で、ハマドニ地区建設建築部長（Mr. Salimov Sherali）が、2004

年 1 月に調査した農場所有の全給水施設の情報をもとに、今回直接農場主に会い確

認した情報を加えて、全体的な給水施設に関する現況が明らかになったので示す。

これは、建設建築部長と調査団が確認した数字である。 

建設建築部長によれば、旧ソ連時代より建設された深井戸の総数は、82 本であ

る。これは、ハマドニ地区に存在する各種工場及び飲料水用として建設され、利用

されないままになっている井戸を含めての総数である。表 3―７に井戸の現況緒元

を、概略井戸（給水施設）位置、その給水区域及び水源情報を付属ファイル（収集

資料６．「ハマドニ地区キシュラク、ジャモアット行政区域及び既存給水井、給水

区域図」）に示す。 

 
深井戸施設現況 
• 深井戸全体総数： ８２本 （工場＋井戸のみで利用されていない          

                 ものを含む） 
• 工場＋井戸のみ： ３９本 
• 給水用深井戸：  ４３本 

給水用深井戸 
• 稼動中：     ２０本 
• 休止中：     ２３本 
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ハマドニ地区の給水事情において、特に給水事情が逼迫している６地区について、

建設建築部部長は、今回日本側に特に依頼したい６地区を選定してきた。 

① 上下水道公社が管轄しているライオンセンター 

② チョルボグ･キシュラク（パンジョブ・ジャモアット） 

③ タギナマク・キシュラク（カフラモン・ジャモアット） 

④ プーシキン・キシュラク（カフラモン・ジャモアット） 

⑤ ダシュティグロ・キシュラク（ダシュティグロ・ジャモアット） 

⑥ メフナトボｯドの既存給水施設に追加して施設建設必要（メフナトボｯド・ジャ

モアット） 

 
その理由は以下のとおりである。 

① ライオンセンター：最近住宅地が増えた。現在の給水施設は、1980 年代を給

水計画年として計画されているので、実態に合っていない。そのため、現在の

人口に給水するには、給水量が足りない。多くの住民が給水に対するアクセス

がない。 

② チョルボグ･キシュラク：国境警備隊の駐屯地があり、水が不足している。２

つのキシュラクに井戸がない。 

③ タギナマク・キシュラク：給水施設がない。 

④ プーシキン・キシュラク：給水施設がない。 

⑤ ダシュティグロ・キシュラク：水源が非常に遠くに立地し、給水に困難。 

⑥ メフナトボｯド・ジャモアット：キシュラクの数の多さに比べて給水量が足り

ない。 

 
（２） ライオンセンター地区の給水事情（上下水道公社管轄給水区域） 

１）地区状況 

①人口：18,000 人 

②初等/中等学校：５校 

技術専門学校：１校 

幼稚園：１箇所 

  ③中央病院 
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 ④工場群 

綿花工場、カン詰め工場、縫製工場、鉄筋コンクリート工場、トラックターミ

ナル各一箇所ずつ、農場なし。 
 

２）給水状況 

①深井戸数：４、うち３つがポンプ故障稼動せず、１箇所のみ稼動、しかし、

稼動している一箇所の深井戸も揚水管が古く、取替え必要と思わ

れる。深井戸から直接配水管に送水する方式。 

②井戸ポンプ：水中ポンプ（250 m3/hr×60 m） 

③給水人口：10,000 人 

④給水率：56 % 

⑤高架タンク：１基、H:20 m, 容量 100 m3、架台は頑丈であるが、タンクに

錆がでている。上部の部分の鉄板部分に穴が開いている。オー

バーフロー管（？）の中央部分約 18 m 長が消失している。 

⑥塩素滅菌装置：洋式風呂桶を通じて流入させる仕組みで、原始的な装置。塩

素により建物の鉄筋が腐食され、危険な状態。現在、塩素剤

がないため、塩素滅菌していない。 

⑦配水管：全長：30ｋｍ、うち径 150 mm:18km、径 200 mm:12km  

アスベスト菅：24.5 km、鋼管：3 km、鋳鉄菅：2.5 km、 

菅延長 30 km のうち、ほとんどが強度の弱いアスベスト菅である

ので、改修必要と思われる。  

⑦水道料金：家族の人数と家畜の数（各家庭で中庭で家畜を飼育）に掛け率を

掛けて、一年分の水道料金を決定し、月数でわり、１月分の水

道料金を設定する。平均的な水道料金は、５人家族で、８ソモ

ニ/年間程度である。毎月料金徴収をしている。 

 
３）従業員数 

全従業員数は、18 人である。その内訳は次表のとおりである。 
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表２―７ 上下水道公社の従業員数内訳 

No. 職 種 人数 No. 職 種 人数 No. 職 種 人数

1 所長 １ ６ 門番 ４ 11 倉庫番 １ 
2 主任技師 １ ７ 水道料金徴

収員 
３ 12 修理員 １ 

3 主任会計士 １ ８ 塩素処理 １ 13 掃除人 １ 
4 会計士 １ ９ 秘書 １    
5 経済担当 １ 10 管理人 １    

（上下水道公社による） 

 
４）財務状況 

ハマドニ地区行政中心地に給水する上下水道公社の財務状況を下記に示す。 

 
表２―８ 上下水道公社の財政状況   （単位：TJS） 

収支項目 ２００２年 ２００３年 

水道料金収入 

（１）地方政府支払い分 

（２）国家支払い分 

（３）独立採算公社支払い分 

（４）給水利用者住民支払い分 

支出＊ 

利益 

損失 

14,516
8,099 
918 
2,819 
2,680 
15,189
       

- 
-673 

19,800
9,450 
1,038 
3,791 
5,521 
20,343
        

- 
-543 

(注：上下水道公社による。なお、職員数は１８人で両年とも変わらず。地方政府支払い分とは、

地方行政機関、公共施設の利用水道料金。国家支払い分も同様のことを意味する。支出部分

を次の表で示す。） 
 

 
このうち、未回収分の水道公社の負担分が大きく、上下水道公社責任者によ

れば、これらが全て回収できれば、水道公社は黒字になるとのことである。赤

字でどのように支出バランスを取っているのか確認したが、収入の範囲で経営

を成り立たせているとのことであった。従って、支出のうちで、未払い債務と

なっている部分がどこかの支出項目に存在していると推定される。 
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表２―９ 上下水道公社の財務支出分内訳（上表＊に相当） 
（単位：TJS） 

支出項目 ２００２年 ２００３年 

（１）給与支払い 
（２）年金 
（３）減価償却 
（４）税金 
（５）住宅都市サービス国営公社（本

部）への支払い 
（６）出張費 
（７）通信費 
（８）銀行手数料 
（９）新聞代 
（10）修理代 
（11）電気代 
（12）車両代（ガソリン代） 
（13）雑費 

4,552 
1,153 
  700 
  104 
 1,161 

  
 

1,200 
   50 
  140 
   20 
  938 
 3,174 
   300 
  1,697 

   6,819 
   1,705 
     500 
     136 
   1,583 

 
 

    1,565 
      36 
      94 
      20 
    1,290 
    2,280 
      492 
    3,823 

合 計  15,189     20,343 
(注：上下水道公社による)  

 
2003 年度について考慮すると、支出内訳のうち、最も大きな割合を占める

のが人件費であり、全体の 33.5%を、次いで大きな割合を示すのが電気代であ

り、11.2%である（雑費は支出不明なので除く）。 

 
表２―1０ 未回収分水道料金 

（単位：TJS） 

未回収水道料金内訳 2002/1/1 2003/1/1 2004/1/1 2004/9/1

(1)地方政府支払い分 

(2)国家支払い分 

(3)独立採算公社支払い分 

の合計 41,486 53,233

 
 
 

39,332 46,967

(4)給水利用者住民支払い分 5,000 7,120 1,500 - 

(注：上下水道公社による)  
 

 
上下水道公社管理者によれば、未回収水道料金は、公営企業、公共施設、給

水利用者分のいずれにしても、その重要性や地方政府の上層部の職員等に依頼

されると水道をカットすることはできず、督促はしているが、いままでに水道

をカットしたことはないとのことであった。 
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５）未回収水道料金の詳細内訳 

未回収水道料金のうち、(1) 地方政府支払い分、(2)国家支払い分、(3)独立

採算公社支払い分の内訳について詳細を下記に示す。なお、本表は、2004 年

９月１日現在のものであり、本年度 12 月締めのものではないので、本年の水

道料金未払い債権額を示すものではない。しかし、これにより、それぞれの支

払い分の内訳が明瞭となる。 
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表２―１１ 2004 年９月１日現在での上下水道公社債務者一覧表 （金額単位：TJS） 

企業・施設名 2004/1/1
現在での
債権額 

2004 年８月ま
での水供給量

(1/1～9/1) 

2004 年分
支払済 

(1/1～9/1) 

2004/9/1 債
権額 

地方予算運営企業 
（１）地方政府（フクマット） 
（２）小学校/教育委員会 
（３）学校教員（水道料金免除） 
（４）ライオンセンター事務所 
（５）中央病院 
（６）住宅管理企業 
（７）地区文化部（劇場） 
（８）保健所 
（10）動物病院 
（11）動物用実験室 
（12）スポーツ委員会 
（13）農業局 
（14）税務署 
（15）財務部 
（16）軍事局 

小 計 
 
国家予算運営企業 
（１）職業訓練所 
（２）内務部（警察） 
（３）安全部 
（４）地区裁判所 
（５）地区検察 
（６）技術専門学校 
（７）軍 

小計 
 

独立採算企業 
（１）商店・飲食店連合 
（２）バザール 
（３）薬局店 
（４）養蚕企業 
（５）農業投資銀行 
（６）印刷企業 
（７）農業灌漑公社 
（８）電話会社 
（９）修理建設企業 
（10）貯蓄銀行 
（11) 縫製工場 
（12）食品加工業 
（13）郵便局 
（14）映画館 
（15）綿花工場 
（16）保険業 
（17）電力会社（供給部門） 

小 計 

1,388
3,426

-
6,836
1,179
2,329

30
472
721
956

1,483
674
122
185

1,484
21,285

428
193
323

1,055
472
712

1.143
4,325

150
415
550
204
301
316
960

94
3,022

761
3,433

496
176

20
1,361

989
180
274

13,722

1,620
1,238

80
1,581
1,864

-
50

157
157

-
-

62
-

234
7,043

-
302
243
173
173

-
-

891

516
687
135

-
100
163
227

70
247
126

-
-
-
-
-
-

90
1,439
3,800

 
 

1,500 
- 
- 

1,500 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 

3,050 
 
 

- 
150 
500 

- 
- 
- 
- 

650 
 
 

- 
313 

- 
- 

66 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 
- 

379 

1,388
3,346
1,238
6,916
1,260
4,193

30
522
878

1,113
1,483

674
134
185

1,718
25,278

428
345

66
1,228

644
712

1,143
4,566

666
789
685
204
335
479

1,187
164

3,269
887

3,433
496
176

20
1,381

989
270

1,713
17,143

 39,332 10,496 4,079 46,987
(注：上下水道公社による)  
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（３） 農場所有給水施設 

調査期間中に給水施設を所有する２つの大規模農場主に会見したが、配水管網を含

む給水施設図はないとのことで、入手できなかった。チュベック・ジャモアットの

イティホーク農場では、給水施設図はないが、農場に関する地図（キシュラク位置

を含む：収集資料参照）を入手できた。 

稼動給水施設の会計収支について、３つの農場主に質問したが、農場が分割され

て具体的には不明である、ECHO（UNDP）が 2004 年 8 月に改修し、稼動始めた

ばかりで、これから会計収支がどうなるか今の段階では不明である、とのことで明

瞭な回答は得られなかった。 

ただし、上記ECHOが 2004年 8月に改修した稼動給水施設を所有しているチュ

ベック・ジャモアットのサルハチ農場では、水道料金として 25 ディラム/人/年を

徴収しているとの回答を得た。280 人の従業員を雇用しているが、その平均月収は

26 ソモニであり、本来の給与以外に各戸に小さな耕作地を与えて自活できるよう

な手段を与えているとのことであった。 

サルハチ農場では、2003 年は害虫が発生したために赤字であり、2002 年は

$70,000 の利益をあげることができたそうである。農作物が不作の年でも従業員に

は、給料を支払っているとのことである。住民の平均収入から考えても水道料金に

は、多くの料金を払えないことは明らかであると思われる。 

 

２－２－６ 地下水開発の可能性 
（１）地下水源水質 

簡易分析キットにより、深井戸水源の分析を実施した。水質サンプリングは、ハマ

ドニ地区の東端（チュベック・ジャモアット）、東央部（モスコフスキー行政中心部）、

西端（カリーニン・ジャモアット）で実施した。位置は、図―１調査対象地域図を

参照。その結果を下記に示す。 

 
 
 
 
 
 
 



- ４２ - 

表２―１２ 深井戸水源の水質分析結果    （測定期日：2000 年 9 月～10 月）  

No. 給水施設名 pH Cl 
(mg/L)

全硬度
(mg/L)

Fe 
(mg/L)

Mn 
(mg/L)

F 
(mg/L) 

As 
(mg/L) 

一般
細菌 

大腸
菌 

1 ハマドニ地区中心部
上下水道公社管轄水
道施設 

 
 

 
< 170

 
- 

 
< 0.2 

 
< 0.5 

 
 

 
< 0.2 

 
- 

 
- 

2 ｶﾘｰﾆﾝ･ｼﾞｬﾓｱｯﾄ、ｻﾌｪﾄﾞ
ﾌﾞ･ｷｼｭﾗｯｸ自噴深井戸 

6.5 
 

< 170  < 0.2 < 0.5 0 < 0.2 - - 

3 ﾁｭﾍﾞｯｸ・ｼﾞｬﾓｱｯﾄ、ｲﾃｨ
ﾎｰｸ農場深井戸 

6.5 < 170 150 < 0.2 < 0.5 0 < 0.2 - - 

(注：簡易分析キットのため、分析精度は目安程度である。上下水道公社管轄水道は、塩素剤がないために、塩素滅菌を
していなかったことが、分析後判明したので、結果を省略した。その他の農場所有給水施設は、塩素滅菌設備を保有して
いない。) 
 

 

水質分析結果によれば、日本の飲料水水質基準に比べて、特に問題となるような

水質項目は見当たらなかった。 

農場関係者によれば、調査対象地域北東部に位置するホムジャミン塩山に近いメ

フナトボード・ジャモアットでは、浅層地下水は、塩分が高いそうである。また、

ECHO・WHO によれば、浅層地下水は、綿花畑に散布した殺虫剤により汚染され

ていることが報告されている。したがって、浅層地下水の開発は、好ましくないと

いえる。 
 

（２）地下水の開発可能性 

調査対象地域は、ヤフスゥ川及びクィジスゥ川によって形成された沖積層によっ

て厚く堆積物が覆われている。当地域では、深井戸が 82 本掘削されており、いず

れも地下水が得られている。給水施設が休止している原因は、主として、井戸ポン

プの破損等の原因によると推定される。 

地質調査局より得られた資料（地質断面図：付属資料参照）によれば、沖積層は、

砂礫層が中心であり、その間に粘土層が何層か挟在している。全層厚は、120m 以

上であり、50m～120m の深井戸が建設されている。地質調査局の担当者に本資料

の断面線の位置を確認したが、明確な回答が得られなかった。 

以上の情報（地層状況）から判断して、当地域での地下水開発の可能性は、高い

と考えられる。しかしながら、揚水試験資料・既存井戸の揚水量記録等が得られな

かったために、具体的な地下水状況や開発可能量は不明であり、今後調査する必要

がある。 
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第３章 プロジェクトの実施体制 

３－１ 実施機関 

３－１－１ 実施機関の組織・運営 
（１）組織  

実施機関は、非常事態省 (Ministry of Emergency Situation and Civil Defense：

MoES&CD) である。組織図を図 4―1 に示す。大臣は、内戦時、反政府側の指導者であっ

たジョエフ・ミルゾ (Ziyoev Mirzo) 氏である。大臣を４人の副大臣が補佐しており、そ

の下部に、国民民間防衛局、動員局、医療局、人事局等の本省直属の各種部局（Departments

＆Sections）があり、政策実行に当たっている。また、非常事態省中央本部局（Chief Staff）

は、各省に配置されている非常事態局 (Department of Emergency Situation and Civil 

Defense：DOES&CD) を各所属省庁とともに統括している。また、その下部には、民間

防衛の地方統括局 (Local Staffs of Civil Defense) があり、全国の州・行政区の地方政府

機関に行政員（軍人）を配置し、非常事態に備えている。ハマドニ地区政府には、隊長１

人及び部下２人が配置されている。これら行政区の職員は、本部と直接連絡を行う他、非

常事態の程度に応じて行政区、州レベルの単位で対応を行う。 

これらとは別に、中央救難隊 (Central Wrecking Troop)、救難隊 (Wrecking Troop)等

の組織を抱える。また、大臣直属の組織として、8～9 人より構成されるプロジェクト実施

グループ(共和国プロジェクト協力センター)が存在し、河川の護岸プロジェクト等を実施

している。 

  
（２）行政所管 

非常事態省は、非常事態の予測、災害警報、対策、自然災害対策、伝染病流行対策、移

住等の人道援助業務を行っている。同国には、先進国等と違い、緊急災害時に備えた保険

制度がなく、そのために、自然災害、人為災害に備える行政システムが必要であり、同省

が所管している。自然災害復旧時に関係各省庁の調整能力・権限を政府により与えられて

いる省である。非常事態省からのカウンターパート（中尉）によれば、非常事態省とは別

に国防省・国境警備軍（ロシア軍と共同）があり、いわゆる国防的な軍事関連業務は行っ

ていないとのことであった。 
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非常事態省大臣 

副大臣 

中央本部局 総 務 局 非常事態・民間防衛局 国民民間防衛局 

トレイニン

グセンター 
技 術 局 後方支援局 

中央救難隊 

動 員 局 

サレス湖モニ

タリング局  
財務監査局 人 事 局 建 設 局 

サレス湖問題局 

医療局 病 院 農業生産公社 印 刷 局 

山岳レス

キュー隊 

救 難 隊 
 

国 際 協 力 課 共和国プロジェクト  

協力センター 

州、郡地方政府(民間防衛地方官) 

各省非常事態局、コントロール局 

図３－1  非常事態省組織図 

（資料：非常事態省による。ロシア語版・英語版は参

考資料 M/D に添付。） 
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３－１－２ 機材保有状況 
 要請機関である非常事態省、ハマドニ地区政府は、井戸掘削機械やその保守点検用の

ワークショップを保有していない。「タ」国の政府系機関でそれらを保有しているのは次

の３機関である。これら政府系機関の他に、井戸掘削業者が数社存在する。 

地質調査局の水文地質調査隊 

水利省のタジキスタン農村水道建設公社 

エネルギー省のタジクネフト（タジキスタン石油公団） 

地質調査局の南部水文地質調査隊と水利省のタジキスタン農村水道建設公社の保有資

機材の状況を調査した結果を、収集資料８．質問表とその回答に示す。ここに記されてい

る状況は相手国からの回答ではなく、実際に現場で視察した結果に基づく。以下に掘削リ

グを保有する各機関の、機材保有状況を述べる。 

 
（１）地質調査局の水文地質調査隊の資機材保有状況 

地質調査局は内閣府に属し、地質調査局傘下の企業体として水文地質調査隊が存在する。

企業体であるため独立採算制を採っており、政府機関の業務以外に援助機関や民間企業の

業務を契約ベースで請け負っている。地質調査局の水文地質調査隊は、北部水文地質調査

隊と南部地質調査隊に分かれている。要請地域のハマドニ地区を担当するのは南部水文地

質調査隊である。 

１） 要請地域を担当する南部水文地質調査隊は、1 台の 300m 級の車載型ロータリー

テーブル方式の掘削リグと、3 台のケーブルツール方式の掘削リグを保有する。

ケーブルツール方式の掘削リグは、ロータリーテーブル方式の掘削リグに比べて

掘削にかかる時間が長くなり、また井戸の仕上がり状況が悪いため（孔壁の乱れ

が生じたり孔曲がりがひどくなる）、現在の井戸掘削には推奨できない。 

２） 南部水文地質調査隊のロータリーテーブル方式の井戸掘削リグは、地質調査局の

話によると 1980 年代初頭に製作された老朽化したものであり十分に稼動できな

いとのことであったが、実際の視察によると 1992 年製作のロシア製のものであ

り、十分に稼動可能な状況にある。 

３） 地質調査局の北部水文地質調査隊はフジャンドに拠点を持ち、南部と同じ仕様の

ロータリーテーブル方式リグを 4 台（うち 1 台が現在修理中）、南部より能力の

小さいケーブルツール方式の掘削リグを 3 台保有する。ロータリーテーブル方式

リグは 1990 年代に製作されたロシア製のものであり、現在修理中のリグを除き
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十分に稼動可能な状態にあるとのことである。 

４） 地質調査局の南および北の水文地質調査隊では、掘削ビットはトリコンビットの

みを使用し、在庫は約 500 個ある。トリコンビットはチップを自前で交換しなが

ら使用しており、必要に応じロシアの会社に発注しているとのことである。 

５） 地質調査局の南および北の水文地質調査隊では、要請書に記載されている DTH

は使用しておらず、そのための高圧エアコンプレッサーなどの資機材も保有して

いない。また、現有のリグも DTH を使用できる仕様とはなっていない。南部水

文地質調査隊のチーフドリラーからは、要請地域のような砂礫層を帯水層とする

ような地層では、孔壁の崩壊を招くことから DTH の使用は避けるべきとの意見

があった。 

６） 地質調査局の南および北の水文地質調査隊には、エアコンプレッサー、発電機、

トラックなどの井戸掘削に必要な補助機材は各掘削リグに揃っている。それらの

多くは 1980 年代に製作された古いソ連製のものであるが、修理を重ねながら、

おおむね稼動できる状況にある。 

７） 地質調査局の南および北の水文地質調査隊にはケーシングの在庫は無く、必要に

応じロシアの会社に発注しているとのことである。ケーシングの仕様は、ロシア

規格（ソ連規格）である。スクリーンは専用のドリルでケーシングに削孔したも

のを使用している。 

８） 電気探査器は以前地質調査局が保有していたが、現在は無い。検層器は 1980 年

代に製作されたロシア製の車載型のものがあるが、車両が故障しているため現在

使用していない。電気探査や検層が必要な場合は、エネルギー省の機関である「タ

ジクネフト（タジキスタン石油公団）」に依頼するとのことである。 

９） 水質分析装置は簡易なものを地質調査局が保有しているが、主要イオン程度の分

析しかできず、飲料水の水質項目分析を行う場合は、保健省の衛生防疫センター

に依頼するとのことである。 

１０）地質調査局の南北の水文地質調査隊の間でリグの移動はこれまでに行ったこ

とはないが、将来大きなプロジェクトで多数のリグが必要となった場合には、

リグの移動は可能であるとのことである。その場合は、リグのモービライゼー

ション費用が高くなる。このように、地質調査局の南北の水文地質調査隊では、

現在修理中のリグを含め、最大 5 台のロータリーテーブル方式の掘削リグを

動員することが可能である。 
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（２）水利省のタジキスタン農村水道建設公社の資機材保有状況 

 水利省傘下の企業体であるタジキスタン農村水道建設公社は、全国に 21 の分所があ

り、農村水道建設やその運営、維持・管理を請け負っている。タジキスタン農村水道建設

公社でも独立採算制を採っており、政府機関の業務以外にドナー国や民間企業の業務を契

約ベースで請け負っている。タジキスタン農村水道建設公社が保有する井戸掘削リグは、

ドゥシャンベ近郊にある「ヒサール分所」が管理している。 

１） タジキスタン農村水道建設公社は、300m 級の 2 台の車載型ロータリーテーブル

方式の掘削リグのみ保有し、ケーブルツール方式の掘削リグは無い。 

２） ２台の井戸掘削リグのうち、1 台は 1992 年に製作されたロシア製の十分に稼動

するものであったが、もう 1 台は 1970 年代に製作されたソ連製の老朽化の著し

いリグで、ほとんど耐用年数を超えた状態であった（掘削現場の現地視察による）。 

３） タジキスタン農村水道建設公社でも、掘削ビットはトリコンビットのみを使用し、

在庫は約 100 個ある。トリコンビットは、必要に応じロシアの会社に発注してい

る。 

４） タジキスタン農村水道建設公社でも DTH は使用しておらず、そのための高圧エ

アコンプレッサーなどの資機材も保有していない。 

５） タジキスタン農村水道建設公社には、公社全体として、エアコンプレッサー、発

電機、トラックなどの機材を多数保有する。ただし、それらは主に農村水道建設

に使用されるもので、井戸掘削には余った機材をあてている。これらの機材は

1970 年代から 1980 年代にかけて製作されたソ連製のものであり、修理をかさね

ながら、おおむね使用できる状況にある。 

６） タジキスタン農村水道建設公社では、必要に応じドゥシャンベ近郊の「ヒサマー

ケット」から汎用鉄管を購入し、これに錆止めとしてコールタールを塗布しケー

シングとして使用している。スクリーンとして、電気溶接機でケーシングに孔を

開けたものを使用しているが、加工は非常に荒い。 

７） タジキスタン農村水道建設公社ではこれまで電気探査や検層を行っておらず、こ

れらの機材も保有していない。 

８） 簡易な水質分析装置を水利省が保有しているが、本格的な分析は保健省の衛生防

疫センターに依頼している。 

以上のように、タジキスタン農村水道建設公社には稼動可能なロータリーテーブル方式
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のリグは 1 台しかなく、その他の必要資機材も、地質調査局の水文地質調査隊に比べ、貧

弱であると判断される。 

 
（３）エネルギー省のタジクネフト（タジキスタン石油公団）の資機材保有状況 

エネルギー省には、石油・天然ガスの探査開発を行う機関として「タジクネフト」があ

る。タジクネフトには石油・天然ガス探査開発用の井戸掘削機械を保有するが、必要があ

ればこれらのリグを用いて地下水開発用の井戸も掘削している。タジクネフトはまだ公社

化されておらず、エネルギー省の業務のみを行っており、他省庁、ドナー国、民間の業務

は行うことができない。ただし、他省庁の業務や、前述した地質調査局の水文地質調査隊

や水利省のタジキスタン農村水道建設公団などの政府系企業体の業務を請け負うことは、

大統領の指示があった場合などには可能とのことである。 

このように、タジクネフトの井戸掘削は石油・天然ガスの調査開発にほぼ特化されるも

のであり、他省庁、ドナー国、民間の業務は行うことが原則的にできないことから、資機

材の保有状況について詳しく調査することができなかったが、その概要は以下のとおりで

ある。 

１） タジクネフトは、2 台の車載型ロータリーテーブル方式の掘削リグを保有する。2

台のロータリーテーブル方式の掘削リグのうち、1 台は 2,000m 級の石油・天然

ガス井戸掘削用の大型リグであり、1980 年代に製作されたソ連製の古いもので

はあるが、十分に稼動しているとのことである。もう 1 台は 300m 級の 1980 年

代に製作されたソ連製の中型リグで、石油・天然ガスの探査用に使用されている

とのことである。これらロータリーテーブル方式の掘削リグのほかに、石油・天

然ガス井戸掘削のために必要な水を確保するために、1 台のケーブルツール方式

のリグを保有している。 

２） タジクネフトには電気探査、電磁探査、地震探査などを行う物理探査班が編成さ

れている。また、孔内検層班も組織されており、比抵抗、抵抗、SP、自然ガンマ

線、温度などの各種検層を行うことができる。 

以上のように、タジクネフトは石油・天然ガスの調査開発を基礎とする高い能力と十分

な資機材を保有していると思われるが、現行の行政システムでは原則的に自省の業務しか

できないこととなっている。 
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（４） 民間井戸掘削業者の資機材保有状況 

「タ」国では民営化の方針のもと、ここ数年来多数の国営機関が民間企業に転換してお

り、この中には井戸掘削を請け負う会社が数社存在する。そのうちの 2 社の民間会社を訪

問し、聞き取り調査を行った。訪問した民間会社は以下のとおりである。 

―Hydromelioration Expedition 社、職員数 109 名 

TEL：25-86-46 

面談者：ジュライエフ・アフマド社長  

―タジクギインティズ社、職員数 140 名 

Tel：61-16-31、Fax：232-371、e-mail：amal17@mail.ru 

面談者：アハメッド・イスロイル主任技師  

聞き取り調査の結果、これら 2 社の主な業務は調査・解析業務であり、井戸掘削は主に

観測井の掘削のために行われ、生産井の掘削をほとんど行った実績がないことが判明した。

また、2 社とも掘削リグを 1 台しか保有せず、修理・点検用のワークショップも整備され

ていない。また、電気探査などの物理探査や井戸検層の機材も保有していない。また、水

質分析装置も、電気伝導度、pH などの簡易分析装置はあるが、飲料水項目全項目につい

ては対応できない。ちなみに、タジクギインティズ社には測量部隊がおり、配管工事に必

要な横断測量を実施しているとのことで、その単価は、縮尺 1/2,000、幅 30m で、

US$1,500/km とのことであった。 

他にも井戸掘削を請け負う民間会社が数社存在するとのことであるが、それらは今回訪

問した 2 社よりも規模が小さく、能力が劣るものと推測された。 

以上のことから、「タ」国では民間の井戸掘削業者は十分に育成されておらず、それら

の井戸掘削能力は非常に低いと判断される。 

 

３－１－３ 井戸施設建設工法・能力 
（１）井戸掘削工法・能力 

１） 井戸掘削工法 

前述したように、「タ」国では井戸掘削ができる機関は「地質調査局水文地質調査

隊」と「タジキスタン農村水道建設公社」の２つに実質的に限定される。両機関

では、井戸掘削は泥水を循環するロータリー方式を採用しており、DTH などの他

の掘削技術は無い。ただし、調査対象地域のような砂礫層の帯水層を対象とする

地域においては、泥水循環ロータリー方式が最上の掘削工法と言える。両機関で



- ５０ - 

はロータリー方式のほかに、ケーブルで吊るした打撃ビットを孔内に落として、

その衝撃で地層を砕きながら掘削するケーブルツールス方式の掘削方法も採用し

ているが、この工法では掘削に長期間を要するとともに、孔壁の乱れが生じたり、

孔曲がりがひどくなる場合が多く、現在の井戸掘削には推奨できない。 

２） ケーシングプログラム 

地質調査局水文地質調査隊とタジキスタン農村水道建設公社では、通常の井戸の

場合、最小掘削径を 200mm から 250mm 程度、ケーシング径を 150mm から

175mm 程度として仕上げている。孔口の掘削口径や段落とし（掘削口径を何段

かに小さくしながら掘削する方法）は、掘削深度や地層の状況によって異なる。 

タジキスタン農村水道建設公社が、ビシュケント市アラフェルマ村で掘削してい

る井戸のケーシングプログラムを以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図３－２ 実際に現場で採用されているケーシングプログラム 

 
３） 工期 

地質調査局水文調査隊とタジキスタン農村水道建設公社によれば、砂礫層を帯水

層とする深度 50ｍから 100m の井戸の掘削に要する期間はおおよそ 1.5 ヶ月から

5m 

ｹｰｼﾝｸﾞ、径 168mm

60m 

37m 

50m 

径 324mm 掘削孔

径 243mm 掘削孔 

砂層 ｽｸﾘｰﾝ 

ｼﾙﾄ・粘土層 

ｼﾙﾄ・粘土層 

注：ケーシングは一般に市販さ

れている厚さ７ｍｍの鉄

管にコールタールを塗布

したものを使用している、

スクリーンはその鉄管に

電気溶接機で孔を開けた

ものを使用している。 
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2 ヶ月とのことであり、その後の井戸洗浄に 1 週間、揚水試験に 4 日間、水中ポ

ンプ設置工事に 1 週間をかけているとのことである。このことから、リグの立ち

上げを含め、井戸建設に要する期間は 2 ヶ月から 2.5 ヶ月となる。 

井戸掘削に長い時間を要する原因は、帯水層が崩壊を起こしやすく、掘削が困難

な礫を含む砂礫層であるためであり、最新の掘削リグを投入したとしても、工期

を大幅に短縮することは困難であると想定される。また、DTH 工法では地層を打

撃しながら掘削するため、岩盤のような固くて安定した地質では掘削能率が著し

く向上するが、調査対象地域に分布する未固結の砂礫層の場合では、打撃による

衝撃で孔壁が容易に崩壊するため、使用不能となる。 

４） 能力 

地質調査局水文調査隊とタジキスタン農村水道建設公社を比較した場合、地質調

査局水文調査隊の方が、技術面および資機材の保有状況の観点から優れている。

また、地質調査局水文調査隊にはドリラーが 38 名いる一方、タジキスタン農村水

道建設公社のドリラー数は 18 名であり、人材の面でも地質調査局水文調査隊が優

れていると言える。 

しかし、これはあくまでも両者の比較の問題であり、タジキスタン農村水道建

設公社でも、通常の井戸掘削を行うことに対しては、技術および資機材の保有状

況の面で大きな問題はないと判断される。 

 地質調査局水文地質調査隊とタジキスタン農村水道建設公社が保有する稼動可

能なリグの総数は、全部で 6 台（地質調査局水文地質調査隊が 5 台、タジキスタ

ン農村水道建設公社が 1 台）である。これらを全て動員できた場合、1 年間で約

30 本程度の井戸掘削が可能であると想定される。 

５） 財務状況 

地質調査局の南部水文地質調査隊とタジキスタン農村水道建設公社の財務状況に

ついては、明確な回答を得ることができなかった。ただし、井戸掘削による平均

年間収入については、概算ではあるが回答を得た。それによると、地質調査局の

南部水文調査隊（北部は含まず）の年間平均収入は約 US$100,000 程度であり、

タジキスタン農村水道建設公社の年間平均収入は約 US$160,000 程度とのことで

あり、明確な根拠は示されなかったが、両者とも経営は苦しいとの回答があった。 
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３－１－４ 資機材管理能力 
（１）井戸掘削資機材管理能力 

地質調査局の南部水文地質調査隊と水利省のタジキスタン農村水道建設公社の井戸掘

削機材ワークショップの状況を調査した結果を、収集資料 8．質問表とその回答（Form 2

および Form 3）に示す。 

１） 地質調査局の南部水文地質調査隊の井戸掘削資機材管理能力 

南部水文地質調査隊のワークショップには、収集資料 8．質問表とその回答に示

すように、必要な維持管理、修理機材が一通り揃っている。しかし、それらは 1970

年代から 1980 年代に製作されたものであり、修理を重ねすべて使えるようになっ

てはいるが、いずれ使用不能となるものが出てくることが予想される。 

南部水文地質調査隊のワークショップには、経験年数が 10 年以上の掘削リグの

点検・補修のための専従メカニックが 4 名いる。これらのメカニックは、古くなっ

た維持管理、修理機材を自分たちで修理しながら使用し、掘削リグの保守・点検

を一通り行っており、技術的には高いと判断される。 

２） タジキスタン農村水道建設公社の井戸掘削資機材管理能力 

タジキスタン農村水道建設公社が保有する掘削リグを管理するヒサール分所の

ワークショップには、収集資料 8．質問表とその回答に示すように、必要な維持

管理、修理機材は一通り揃ってはいるが、ほとんど使用された形跡がない状況で

あった。 

タジキスタン農村水道建設公社には全体で 62 名ものメカニックがいるが、それ

らは建設機械のメカニックであり、掘削リグ専従のメカニックは存在せず、建設

機械のメカニックが兼任しているのが実情である。したがって、ケーシング加工

に使われる旋盤やベンチドリルを操作できるメカニックがいないという状況が生

じている。 

以上のように、タジキスタン農村水道建設公社の井戸掘削資機材管理能力は、

人的および技術的な面で、地質調査局の南部水文地質調査隊よりも明らかに劣っ

ており、十分な点検修理体制は整っていないと言える。 
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３－２ 現地資機材調達状況 
今回、地質調査局南部水文地質調査隊、水利省タジキスタン農村水道建設公社、エネル

ギー省タジクネフト、ボドキャナル・ドゥシャンベ（ドゥシャンベ市の水道事業を行って

いる機関）、民間井戸掘削業者などから聞き取りを行い、現地での資機材の調達方法を調

査した。その結果、タジキスタンでは井戸建設資機材やその関連資機材を、以下のような

方法で調達している。 

－ロシアなどの外国の製造元から直接見積りを取り調達する 

－現地の輸入代理店を通じて調達する 

－現地の販売店やマーケットから調達する 

 
（１） 外国の製造元からの直接調達 

外国の製造元との直接取引は、地質調査局南部水文調査隊、水利省タジキスタン農村水

道建設公社、エネルギー省タジクネフト、ボドキャナル・ドゥシャンベ（ドゥシャンベ市

の水道事業を行っている機関）、民間井戸掘削業者などの、「タ」国の全ての機関が採用し

ている。 

聞き取りによると、以上の機関はソ連時代に付き合いのあった会社との繋がりを通じて、

現在も資機材を調達しているとのことである。各機関は、それぞれ独自の取引先を持って

おり、それらのほとんどはロシアの製造会社で、エネルギー省タジクネフトでは、95%以

上の資機材をロシアから調達しているとのことである。 

このように各機関とも調達先は限られ、取引実績の無い会社から見積もりをとることは

困難なことから、多数の会社から見積もりを取り、その中から 1 社に絞り込む方法はとら

れていないようである。 

例として、タジキスタン農村水道建設公社の資機材調達先を以下に示す。 

Hydromashservis 社 

モスクワの井戸掘削機械製作販売会社、ビット、ケーシング、スクリーンなどの資

機材も取り扱う 

  住所：105037、MOSKVA 3-ya Piyadidilnaya, 6”a” 

 電話：(095)163-40-88,163-50-33、Fax：(095)163-35-39 

Rossibneft 社 

イルクーツク アンガルック市にある水中ポンプ製造販売会社 

  住所、電話、Fax の情報無し、 
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  e-mail；mail@rossibneft.ru 

Bavelensk Plant “Electrodvigatel”社 

ロシアのジェネレーターを取り扱っている会社、このほかにコンプレッサーなどの

も取り扱っている 

電話：(09245)3-12-51、Fax：(09245)2-32-53 

  e-mail；oren@bemz.kolch.elcom.ru 

   Web site：www. bavleny.ru 

Uraldorsnab 社 

ロシアの井戸掘削機械製作販売会社、ビット、ケーシング、スクリーンなどの資機

材も取り扱っている 

  住所：Chelyabinsk Kraasnoapueiscas 53a 

   電話/Fax：(3512)65-23-91, 65-23-90, 63-32-10, 65-66-45 

   e-mail：uraldorsnab@chil.surnet.ru 

 
（２） 現地の輸入代理店を通じての調達 

ドゥシャンベにはいくつかの輸入代理店があるが、その内の大手とされる次の 1 社を訪

問し、聞き取り調査を行った。 

シャーム輸入代理店 

   電話/Fax：992(372)21-18-85、電話：27-29-49、携帯電話：505-15-93 

   e-mail：birzhasham@mail.ru 

面談者：ミルゾ社長  

シャーム社からの聞き取り調査では、正式の入札要請ではないことから、輸入元、製

品の種類、金額などについての回答は得ることができなかったが、以下の情報を得る

ことができた。 

・取引先の多くは NGO やドナー国であり、現地機関からの引き合いはほとんど無   

 い 

・NGO やドナー国は新聞広告等で資機材調達の入札を公示し、輸入代理店がこれ

に応札する 

・発注さえあれば、どのような物品でも取り扱い、取引先は欧米のメーカーにもお

よぶ 

・納期は、おおまかに言って、ロシア製のものであれば約 1 ヶ月、ヨーロッパ製の
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ものであれば約 2 ヶ月程度、ただし製品にもより、注文生産の場合は当然これ以

上かかる。 

・輸入関税は総額の 10%であり、その他に総額の 2%を Road Fund（道路や鉄道の

補修に使われる）として収めなければならない。会社の手数料は総額の 10%程度

である。 

 
（３） 現地の販売店やマーケットからの調達 

１） 現地販売店 

ドゥシャンベ市の水道事業を行っている機関であるボドキャナル・ドゥシャンベ

から、井戸掘削資機材を含む水道用資機材を取り扱っている現地販売店として、

｢Rahnamo 社｣と「Luchob 社」を紹介された。しかし、実際に訪問したところ

Rahnamo 社はすでに消滅しており、Luchob 社についてはその実態が明らかでは

なかった。また、その他の現地販売店に関する情報も得られなかった。 

また、地質調査局水文地質調査隊によれば、ボドキャナル・ドゥシャンベで水

中ポンプの販売を行っているとの情報を得たが、ボドキャナル・ドゥシャンベに

よると資機材の販売は行っていないとのことであった。 

以上のように、「タ」国では井戸建設資機材やその関連資機材を取り扱っている

販売店は存在しないことが明らかとなった。ただし、「タ」国では変圧器とバルブ

を自国で生産しており、これらの製品は工場に直接注文することにより、調達で

きるとのことであった。 

２） 現地マーケット 

タジキスタン農村水道建設公社が、ケーシングなどの井戸資材を調達していると

いうヒサ・マーケットおよびスルトニカビール・マーケットを調査した。 

ヒサ・マーケットはドゥシャンベ近郊に位置するマーケットで、鉄筋や木材など

が販売されている。ここでは、水道用の鋳鉄管（径 100mm、厚さ 10mm）や鉄

管（径 125mm、厚さ 4.5mm）なども販売している。しかし、水道用の鋳鉄管は

中古品であり、ケーシングなどの井戸資材は販売されていなかった。 

スルトニカビール・マーケットはドゥシャンベ市内に位置し、車両部品やバルブ

などが販売されている。ここでは、中古のバルブ（径 100mm）、エルボー（径

100mm、厚さ 3mm）、小型発電機などが販売されているが、ケーシングなどの井

戸資材は販売されていなかった。 
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以上のように、「タ」国の現地マーケットでは、中古品の販売が主体であり、水道

施設建設用資機材、および井戸掘削資機材やその関連資機材は、調達できないと

判断される。 

 

３－３ 現地建設事情（市場価格） 
（１）給水施設機材の価格 

全国各地の上下水道公社 (Vodocanal) を統括する上部機関である政府直轄住宅都市

サービス公営公社（コモンサービス）により、給水施設関連資材価格・労務費・工事関連

機材レンタルコスト及び調査関連会社を調べてもらった（副総裁のサイン入り）。 

その価格表を表―１及び参考資料（７．住宅都市サービス国営公社による価格表）に示

す。これは、2004 年 10 月１日時点での参考価格であり、毎年冬を越すとロシアからの資

機材価格が一段と上がるために、物価上昇が激しく、もし、将来さらに本計画を継続/実施

するならば、再度同一項目において再価格調査をする必要性があることの指摘を受けた。

これらの資機材は、ドゥシャンベ市・フジャンド市で調達可能で、５乃至６日たてば調達

できるとのことである。価格はドゥシャンベ市価格で、ドゥシャンベ市～ハマドニ地区ま

での輸送費は含まない。 

見積価格内容は、地方上下水道公社で現在設置されている給水施設機材（（水中ポンプ、

遠心ポンプ）、管材料、継ぎ手、水道メータ、鉄板））、作業員雇用費、工事用機材レンタ

ル費用である。また、地質・測量関係会社、水道施設建設企業が含まれる。 

国際機関でプロジェクトを実施する場合、普通タジク国内で、国際入札を行い、新聞広

告から入札締め切りまで 15 日間が普通であるとのことである。 
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表３―１(1) 給水施設関連資材/労務費/工事関連機材レンタルコスト  (単位:TJS) 

No. 費目/機材名/型式 価格 

1 水中ポンプ 
 ЭЦВ 10-120-60 3,600
 ЭЦВ 10-63-65 3,000
 ЭЦВ 10-63-150 5,900
 制御盤 4,000
2 遠心ポンプ 
  д200-36 3,000
 1д200-90 4,000
 1д315-50 3,500
3 遠心ポンプ（水平式ポンプ） 
 K160/30 2,400
 K290/30 3,200
 K45/30 1,900
4 鋼管 
 径 100mm（m 当り） 30.5
 径 150mm（m 当り） 40.2
5 鋳鉄管 
 径 100mm（m 当り） 28.0
 径 150mm（m 当り） 38.0

６ アスベスト・セメント管 
 径 100mm（m 当り） 20.0
 径 150mm（m 当り） 28.0

７ 高密度ポリエチレン管 
 径 100mm（m 当り） 10.0
 径 150mm（m 当り） 15.0

８ チェッキバルブ 
 径 100mm 250
 径 150mm 500

９ フランジ 
 径  50mm 12.0
 径  80mm 15.0
 径 100mm 22.0
 径 150mm 31.0

10 水道メータ 
 径  50mm 1,850
 径  80mm 20.5
 径 100mm 270.0
 径 150mm 355.0

11 ゲートバルブ 
 径 100mm 210.0
 径 150mm 250.0
 径 200mm 300.0

12 フランジ用ボルト, M/4（1 個当り） 1.5
13 ゴムパッキン（kg 当り） 40.0
14 ポンプケーブル（m 当り） 6.0

(注、情報源：住宅都市サービス公営公社）    （1USD=約 3 ｿﾓﾆ ） 
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表３―１(2) 給水施設関連資材/労務費/工事関連機材レンタルコスト  (単位:TJS) 

No. 費目/機材名/型式 価格 

15 アセチレン・カーバイト（kg 当り) 4.0
16 酸素 40.0
17 タール（トン） 1,100.0
18 金網（m 当り） 30.0
19 鉄板、厚さ (3mm) 3,300.0
20 H 鋼, No.18  3,600.0
21 セメントブロック（150mm×400×200mm） 1.5
22 レンガ（１個当り） 0.35
23 砂利（m3当り） 20.0
24 砂（m3当り） 30.0
25 セメント（kg 当り） 0.3
26 鉄筋、径 14mm（トン） 1,050.0
27 木材板 (m3当り) 150.0
28 ガソリン（ℓ 当り) 2.2
29 ディーゼル（ℓ 当り) 1.5
30 軽油（ℓ 当り) 1.8
31 エンジンオイル（kg 当り) 2.7

 労 賃 
１ 上級監督者 35/月
２ 有資格上級作業員 35/月
３ 普通作業員 25/月
４ 電工 30/月
５ 溶接工 35/月
６ 大工 30/月
７ 不明 25/月
８ 型枠工 20/月
９ 運転手 20/月
10 石積み工 35/月

   工事機材レンタルコスト 
1 10 トンクレーン 205/日
2 コンクリートミキサー 98/日
3 ４トントラック 138/日
4 ８トントラック 175/日
5 エンジン付きポンプ、２インチ 39/日
6 発電機 (12.5 KVA) 45/日

(注、情報源：住宅都市サービス公営公社）    （1USD=約 3TJS ） 
 
 
（２） 井戸掘削費用 

地質調査局によれば、井戸掘削の国家標準単価が存在するらしいが、機密の部類に入る

とのことで、これの内容を知ることはできなかった。 

地質調査局南部水文地質調査隊やタジキスタン農村水道建設公社の現場技術者によれ

ば、深度 70m 程度の井戸を掘削する費用は、井戸仕上げ込みで（水中ポンプ設置は含ま
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ず）約 250 万円から 300 万円程度との情報を得た。 

一方、タジキスタン農村水道建設公社本部で、ADB と公社、地質調査局、民間掘削業

者の間で、2004 年に交わされた井戸掘削費に関する覚書を見せてもらったが、それによ

ると、井戸の掘削費用（井戸仕上げまで）は以下のとおりである。 

 

表３－２ ADB の井戸掘削標準価格   (単位：US$) 

井戸ケーシング径（mm） 井戸深度 

(m) 150 219 245 273 325 

15 2,015 2,100 - - -
30 4,020 4,200 4,700 6,167 6,810
50 6,030 6,300 7,020 9,251 10,125
75 10,720 11,200 11,700 15,450 17,025

100 13,400 14,000 15,600 20,558 22,748
150 - 21,000 23,400 30,900 34,500
200 - 28,000 31,200 41,116 45,946
250 - 35,000 39,160 51,392 56,750

 出典：タジキスタン農村水道建設公社 

 
上表に示すように、深度 70m 程度の井戸掘削に要する実勢価格は、井戸仕上げ込みで

おおよそ US$12,000（約 130 万円）程度であり、現場技術者からの聞き取り価格と大き

な隔たりがあるが、上表に示された標準価格は実際の覚書から書き写したものであるため、

正確である。 

上表の標準価格は地質条件などにより多少変わるとのことであったが、その変動幅は最

大で 10%程度とのことである。なお、上表に示された標準価格の積算内訳、たとえば移動

費用、掘削費用、ケーシング・スクリーン費用、井戸洗浄費用などの詳細については明ら

かにされなかった。 

 
（３） 資機材単価 

各関係機関からの聞き取りおよび市場調査で得られた資機材単価は、以下のとおりであ

る。 
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表３－３ (1) 資機材単価             

資機材 単価（単位：US$） 調達先 備考 情報入

手先*
1. 一般材料    

・ガソリン 0.66/lit 国内 相場により大きく変動 d 
・ディーゼル 0.40/lit 国内 相場により大きく変動 d 
・オイル 0.50/lit 国内  d 
・ベントナイト 0.50/kg ロシア  b 
・セメント 0.10/kg ロシア  d 
・井戸充填用礫 25.0/kg 国内  b 
・井戸充填用砂 17.0/kg 国内  b 
・鋼材 800～1,200/ﾄﾝ ロシア 相場により大きく変動 c 

 ・径 76mm 鉄管 4.5/m 国内 肉厚 3mm、長さ 5.8m、中国製 d 
 ・径 60mm 鉄管 4.0/m 国内 肉厚 3mm、長さ 6.0m、中国製 d 
 ・径 25mm 鉄管 1.5/m 国内 肉厚 2.5mm、長さ 6.0m、中国製 d 
 ・鉄筋 2.6/m 国内 径 25mm、長さ 5.9m、中国製 d 
2. 井戸掘削資材    

・ケーシング    
ねじ付き専用ｹｰｼﾝｸﾞ 30/m ロシア 径 168mm、肉厚 7mm a 
ねじ付き専用ｹｰｼﾝｸﾞ 40/m ロシア 径 219mm、肉厚 7mm a 
一般の汎用鉄管 16/m 国内 径 125mm、肉厚 4mm、中国製 d 
一般の汎用鉄管 20/m 国内 径 168mm、肉厚 5mm、中国製 d 
一般の汎用鉄管 30/m 国内 径 219mm、肉厚 5mm、中国製 d 

・トリコンビット 1,200/個 ロシア 径 243mm a 
3. 井戸掘削リグ    

URB-2A2（車載型） 103,000/台 ロシア 

径 190mm で掘削深度 300m、掘削

ﾋﾞｯﾄ、ﾄﾞﾘﾙﾛｯﾄﾞなどのアクセサリー

は含まず、アクセサリーの価格は本

体価格の約 30%程度 

b 

URB-2D2（車載型） 106,000/台 ロシア 

径 450mm で掘削深度 150m、掘削

ﾋﾞｯﾄ、ﾄﾞﾘﾙﾛｯﾄﾞなどのアクセサリー

は含まず、アクセサリーの価格は本

体価格の約 30%程度 

b 

URB-2A2D（車載型） 117,000/台 ロシア 

径 190mm で掘削深度 350m、掘削

ﾋﾞｯﾄ、ﾄﾞﾘﾙﾛｯﾄﾞなどのアクセサリー

は含まず、アクセサリーの価格は本

体価格の約 30%程度 

b 

4. 井戸建設用機材    
・水中ポンプ 1,300～2,800/台 ロシア 揚程 60m、吐出量 15lit/秒～30lit/秒 b 
・水中ポンプ制御版 1,000/基 ロシア  b 

 ・バルブ 100/個 国内 径 100mm、タジキスタンで製造 b 
 ・発電機 6,000/台 ロシア 100KVA、380V b 

・大型ｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ 40,000/台 ロシア 
350PSI、900CFM、本体のみ、ドゥ

シャンベでﾚ ﾝ ﾀ ﾙ可能、費用は

US$350/週 
b 

・電気溶接機 5,000/個 ロシア  b 
・積算流量計 50/個 ロシア 径 100mm 用 b 
・ 径 100mm 送水管 50/m ロシア 肉厚 10mm、長さ 4.3m の鋳鉄管 ｂ 

地質調査局水文地質調査隊、b: タジキスタン農村水道建設公社、c: タジクネフト、d: 市場調査結果
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表３－３ (2) 資機材単価 

資機材 単価（単位：US$） 調達先 備考 情報入

手先*
5. 井戸掘削支援車両    

・トラック 30,000/台 ロシア 10 トン車、ロシア製の KAMAZ b 
・４WD 車 10,000/台 ロシア ロシア製ジープタイプ４WD 車 b 

 ・小型ブルドーザー 50,000/台 ロシア 掘削リグの進入路建設用 b 
 ・バックホウ 50,000/台 ロシア 掘削リグの進入路建設用 b 
6. ワークショップ機材    

・大型旋盤 40,000/台 ロシア ﾄﾞﾘﾙﾛｯﾄﾞ、ｹｰｼﾝｸﾞ加工用 a 
・ディスク・カッター 1,500/台 ロシア ｹｰｼﾝｸﾞ切断用 a 
・ベンチドリル 5,000/台 ロシア  a 
・グラインダー 1,000/台 ロシア  a 
・ジブ･クレーン 30,000/基 ロシア 長さ 10m、吊り下げ重量 3 トン a 

7. 物理探査機、検層器 ―  ロシアから調達できるとのことで

あるが、詳細は不明 
c 

8. 村落水道建設費 
  (材料費＋建設費) 

  
 

・井戸建設費 33,000/本
水中ﾎﾟﾝﾌﾟ、

制御版はﾛｼ

ｱから調達 

深さ 50m～100m の井戸掘削・仕上

げ、水中ポンプ設置、制御盤設置、

高架タンクまでの配管工事を含む、

建設期間は井戸掘削・仕上げに約

2 ヶ月、水中ポンプ設置・制御盤設

置・高架タンクまでの配管工事に約

2 週間、合計約 2.5 ヶ月程度 

b 

・高架タンク建設費 10,000～20,000/基 国内 

給水タンク 100m3 製作・設置、架

台建設（高さ 10m～20m）、配水管

までの接続管建設工事を含む、建設

期間は約 3 週間 

b 

・塩素滅菌装置建設費 2,300/基 ロシア 
通常高架タンク上部に設置、このう

ちの US$300 が設置工事費、設置工

事期間は約 1 週間 
b 

 ・塩素滅菌剤 25/lit ロシア 液体の塩素剤 b 

 ・配水管敷設費 60/m ロシア 

径 100mm の鋳鉄管、このうちの

US$10/m が敷設工事費、30km の配

管工事は 14班の作業班編成で 10ヶ
月以内に完工できる 

b 

 ・配線費 1,200/km ロシア 
このうちの US$200/km が配線工事

費、1km の配線工事は 1 作業班で約

1 週間で完成 
b 

 ・変圧器設置費 4,000/個 国内 

260Kwh、クルガンチュベで製作し

ており工場から購入可、このうちの

US$900/個が設置工事費、設置工事

期間は 3 日から 4 日間程度 

b 

 ・ポンプ小屋建設費 5,000/棟  オペレーター室含むレンガ造りの

小屋、建設期間は約 1 ヶ月 
b 

 ・ハンドポンプ設置費 800/本 ロシア このうちの US$150/本が設置工事

費、1 日で設置完了 
b 

*) a: 地質調査局水文地質調査隊、b: タジキスタン農村水道建設公社、c: タジクネフト、d: 市場調査結果 
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３－４ 現地委託関連企業 
住宅都市サービス公営公社からの現地委託関連企業情報を下記に示す。 

 
表３―４ 現地委託関連企業情報 

No. 企 業 職 種 責任者名 TEL 

1 ボーリング/地質調査/測量会社  Mr. Juraev Abdurakhim  
2 井戸洗浄（リハビリ）を行う会社 Mr. Sharipov 33-96-84 
3 有限責任企業「ASL」       

（給水施設建設企業） 
Mr. Bobokhojiev Rustam 36-17-17 

4 株式会社「ソヒブコル」、ヒサール市

（給水施設建設企業） 
Mr. Norbekov Makhmadali 21-32-43 

５ 製造組合「ソフトモンチ」     

（給水施設建設企業） 
Mr. Usmonov T. 2-66-79 

６ 有限責任会社「ディルショッド」

（給水施設建設企業） 
Mr. Sharipov T. 34-86-80 

（注、住宅都市サービス公営公社による。） 
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第４章 本格調査実施における注意点 

４－１ プロジェクト実施における問題点 
プロジェクト実施に関する問題点を整理すると、以下の点に集約できる。 

（１）当初要請の非常事態省への井戸掘削機材調達 

非常事態省の要請は当初より井戸掘削機材の調達である。その目的は、井戸掘削機材を

利用して、給水不足に悩んでいる地方部に於いて、井戸掘削を展開するというものである。

しかしながら、現在、実施機関では井戸掘削チームを保有しておらず、その人材確保、予

算確保等実施体制に大きな不安がある。また、このような構想と特定地区の給水施設の改

善のどちらが優先されるのかも不明瞭である。 

さらに、非常事態省の説明では、ハマドニ地区の農場所有給水施設の深井戸は、老朽化

が激しいために、ほとんど新規に掘削する必要があるというものであるが、給水施設は、

井戸のみではなく、高架タンク、電源設備、配水管網等のほとんどが機能しないため、改

修が必要となっている。しかし、この点に関してまったく改修の計画をもっていない。し

たがって、井戸掘削機械のみを調達しても給水施設の改修にはならないのが実情である。 

これらの問題については、第１章（１－５）にも示したとおり、本計画を施設案件とし

て進めることが当該地域における水不足を解消する為の確実な方法であると思われる。 

 
（２）電力の不安定さ 

ECHO（欧州援助機関）によれば、農場給水施設の改修を行ったが、冬期の電力供給の

不安定さにより、水中ポンプ・トランス・制御盤・スイッチ等の電力関係施設がほとんど

１年後に壊れていたということである。冬期の電力供給は、電力が不足していることから

極めて悪い。また、夏期であっても、電圧が一定してしない状況である。この為、本計画

を進める場合には、電圧を一定に保つようなポンプ設備を設計するとともに、ポンプ施設

の運営についてオペレーターに十分理解をさせることが必要である。 

 
（３）給水施設の農場による保有 

現在、モスコフスキージャモアットに給水を行っている地区上下水道公社を除いて、農

村部では各農場がそれぞれの所属の給水施設をそれぞれ勝手に運営しているのが実情で

ある。したがって、これらの給水施設の現況を調べようとすると大変な時間と労力を要す

る。また、各農場は、給水施設を管理するための組織を保有していない。 

 
（４）住民の水道料金への支払い能力/意思の低さ 
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現在、農場所有の多くの井戸が休止している。これは、住民の収入が低く、水道料金を

低く設定しなければならないとともに、旧ソ連時代からの公共料金は無料という意識が強

いため水道料金の徴収率が低く、修理・改修ができず、水道事業運営体制が円滑にいって

いないためである。ある農場で農場関係者に聞いたところ、従業員の平均月収は、26 ソモ

ニ（約９ドル）であり、農場主から小さな農園を与えられて自給自足の生活を行っており、

あまった野菜を市場で売り生活を成り立たせているような状況である。この為、水道料金

もなかなか支払えないという悲惨な状況下での生活を強いられている。 

地域住民に対しては、水道施設の維持管理は受益者負担が必要であることを納得させる

必要があるとともに、水利用料金の回収方法については、毎月の定期的な支払いに固執せ

ず、農民が比較的まとまった額での現金収入が得られる、綿花収穫期にまとめて積み立て

させるなどの工夫が必要である。 

 
（５）地方政府の管理に対する責任感の薄さ 

ジャモアット政府は、農場が保有する給水施設を管理する機能が付与されていない。 

このような中で、最も責任体制が整い、財務状況も比較的しっかりしているのが、地区

上下水道公社である。 

 
（６） 他ドナー、NGO との調整及びこれまでの活動の知見の活用 

国際機関（UNDP・ECHO 等）、NGO は、地方行政府に関係なく、各ジャモアット、

農場、住民に直接接触して、それぞれのプロジェクトを実施している。そのため、ハマド

ニ地方政府、建設建築部でもその実態を把握していない。また、これらの機関は、年度ご

とにプロジェクト内容を決定して実施しているので、将来、日本の無償資金協力が実施さ

れることが決定された場合には、プロジェクトが重複しないように、早い機会にこれらの

機関に連絡することが必要である。 

対象地域におけるこれまでの活動として、ECHO による農場所有の給水施設改修が

2004 年８月に完了したハョティナブ農場の例があり、今後の維持管理がどのようになさ

れるのかモニターし、その結果を今後の維持管理体制の仕組みの体制つくりの際の参考に

することは有効である。また、綿花畑に散布された殺虫剤農薬による地下水汚染について

は、WHO がさらに調査を続けているので、情報を収集して参考とすべきである。担当者

等の詳細は本文を参照。 
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（７） モスコフスキージャモアット上下水道公社管轄の水道施設改修 

同施設は老朽化が激しく、水源・高架タンク・塩素滅菌設備の改修の必要性が認められ

る。また、配水管総延長距離は約 30km であるが、その 82%はアスベスト菅より構成され

ており、耐久性・安全性の問題から改修が必要である。また、ワークショップは、修理機

材がなく、建物も老朽化している。修理機材を入れ、建物も改修する必要がある。その際、

技術移転やソフトコンポーネントにより、水道技術や修理技術を高めることも検討する必

要がある。 

 

 
４－２ 調査地域の安全性 
調査期間中、ハマドニ地区に２回、合計１週間滞在したが治安上、特に問題はなく、危

険性は感じられなかった。逆に諸外国に比べても安全なのではないかと思われる。首都

ドゥシャンベのホテルでも物の紛失は、調査チーム全員で経験していない。 

ただし、調査チームは短期滞在なので、JIC 安全対策チームによる安全管理ミッション

による「タ」国、安全確認調査内容をここに引用する。  

 
（１）全体 

一般に「タ」国において安全管理上の注意点は、一般犯罪・政治犯罪・交通事故・災害

である。このうち、最も重要なのは、交通事故及び災害（洪水・地すべり等）である。全

般的に、内戦終結後（和平協定締結後）は、武器の回収が行われたが、一般人の不法所持

も少なからずあることから、注意を要する。また、「タ」国では腸チフスなどの感染症が

頻繁に流行することから、この点にも注意が必要である。 

 
（２）ハマドニ地区周辺 

この地域では、一般犯罪は少なく、また、政治犯罪のリスクも事実上、現在は考えにく

く外国人を狙ったテロも極めて考えにくい。しかし、ハマドニ地区周辺のピアンジ河上流

15km～20km 地域は、アフガニスタンからの麻薬の流入経路として警戒が強化されている

ので、同川上流部で行動する際には、一層の注意が必要である。調査に際しては、国境警

備を担当する国境警備委員会又は保安省から必要な許可証を発行してもらうことが必要

である。他の注意点は以下のとおりである。 
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１）夜間の行動は原則行わない。 

２）衛星電話を携行する。 

３）2004 年末には、ロシア国境警備隊が撤退し、代わってタジク政府の国境警備委員

会が国境警備を行う。その際、警戒のゆるみが生じる可能性もあるので、注意が必

要である。 

４）2005 年２月実施予定の国政総選挙前後に政治的混乱が生じる可能性もあるので、

注意が必要である。 

 
 

４－３ 無償資金協力における電力安定化のためのジェネレーター導入の可能性 
電力の安定化は、無償資金協力事業の実施において大きな要素である。ECHO により、

冬期の電力供給が不安定なため、改修した給水施設の電力設備が損傷を受けたことが報告

されている。もし、無償資金協力により、ジェネレーターを供給し、その運転コストが現

在の電力費と同じであれば、電力安定化の面での問題点が解消することになる。   

最も実施可能性の優先度が高い（M/D に記載）とされる上下水道公社について、無償資

金協力で、ジェネレーターが導入された場合、現実に支払っている電力費とジェネレー

ターに掛かる発電用の燃料費のどちらがポンプ等の運転コストとして高くなるか検討し

た。  

現地において、電力費を、上下水道公社管理者・ハマドニ地区電力網担当主任にインタ

ビューしてみたが、電力料金について、明確な返答（KW 時でのコスト）が得られなかっ

た。 

そのため、電力料金として、上下水道公社の年間の電力費からの算出を試みた。上下水

道公社では、井戸用水中ポンプ以外に、ほとんど電気を利用していない。そのため、年間

電力費が井戸用水中ポンプ稼動用の電力料金に相当すると仮定した。表 2-10 上下水道公

社の財務支出分内訳によれば、平均年間消費電力料金は次のとおりである。 

 
表４―１ 上下水道公社 

年間消費電力料金 （単位：TJS） 
年 度 年間消費電力料金 

２００２ 
２００３ 

３，１７４ 
２，２８０ 

平均 ２，７２７ 
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（１）１時間当りの電力費 

冬期の６ヶ月間には、４時間しか電力が供給されず、その他の季節では１６時間給水（上

下水道公社資料）となっている。井戸ポンプの年間稼動時間は、次のとおりである。 

 
（ポンプ稼動時間）16 時間×（半年分日数）182.5 日 ＝ 2,920 時間 

（ポンプ稼動時間） 4 時間×（半年分日数）182.5 日 ＝  730 時間 

合計年間ポンプ稼動時間             ＝ 3,650 時間 

 
 
１時間当りの電力線電力使用料は、  

年間消費電力料金（2,727 ソモニ）/3,650 時間＝ 0.7 ソモニ/時間 

 
（２）ジェネレーターが導入された場合の燃料代  

上下水道公社の井戸ポンプは、現在１台稼動中であり、その KW 数は、現地入手資料よ

り、100KW と想定される。そのポンプを稼動させるのに必要なジェネレーターは、１０

０％負荷で、６５KVA が必要である。このジェネレーター（日本製）を駆動させるには、

27.8ℓ/hr の軽油が必要となる。 

ジェネレーターの燃料代は、経由 1.8 ソモニ/ℓ (住宅都市サービス国営公社調べ)である

ので、50.04 ソモニ/時間となる。 

 
（３）現地電力線電力費とジェネレーターによる電力費の比較 

以上の計算により、ジェネレーター利用による時間当たりの電力費は、現地電力線電力

費の 71.5 倍となり、電力線電力費の方がジェネレーター利用による電力費よりもはるか

に安く、将来無償でジェネレーターを導入しても現在の水道料金をかなりアップしない限

り、経営が成り立たなくなることが判明した。電力線電力費の方が安くなる理由として、

国策か又は水力発電によることが考えられる。そのために、ジェネレーターの機材費が将

来無償で導入されることは、運転経費上、非現実的であることが判明した。 
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4. 調査実施工程 

5. 主要面談者リスト 

6. 収集資料リスト 
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１．基本設計調査及び無償資金協力事業実施

に当たっての提言 
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基本設計調査および無償資金協力事業実施に当たっての提言 
 
ハマドニ地区において基本設計調査及び無償資金協力事業が行われる場合を想定した

助言を以下に示す。 

 
（１）資料収集 

今回、ドゥシャンベにて、地質調査局、宇宙研究所、地質調査所から地形図、地質図等

を収集しようと試みたが、果たせなかった。旧ソ連圏の影響を受けており、資料の入手は

非常に難しい。しかも、案件要請機関である非常事態省が無償資金協力について未経験で

あるので、関係諸機関とのコディネーションが円滑になされていない。資料の入手する際

には、非常事態省カウンターパートの案内で先方に行き、来訪目的を述べ、どのような資

料があるのか確認すること。その後、非常事態省で必要資料を列挙した書類に大臣署名文

書を作成してもらい、役所間の正規ルートで先方役所に依頼すること。次に、先方役所の

担当者に料金を払い、原版から印刷に取り掛かってもらうことになる。期間がかかると想

定されるので、現地到着後可能な限り早く着手した方がよい。 

なお、ハマドニ地区建設建築部の地図は、以前に他のドナーに貸し、紛失した経験があ

るので、すぐにコピーをとって返すように求められるが、入手は可能である。ただし、図

面が古く、色あせているために、コピーに注意が必要である。図面がいろいろな書類と一

緒に積んであるので求める地域の図面をだしてもらうのに時間がかかる。 

 
（２）調査時期 

本予備調査はちょうど綿花の摘み取り時期にぶつかってしまった為、特に農場所有の給

水施設に関する現地調査、情報収集に艱難を伴った。例年 9～11 月は一年を通じて最も忙

しい綿花の収穫時期であり、各給水施設を所有している農場主はもとより、ジャモアット

責任者、職員も農作業に出払ってしまい、ほとんど会見することすら困難な状況が想定さ

れる。 

また、冬期については電力供給が不安定となるため、資料収集、書類作成等、調査団の

作業に支障をきたす可能性も高い。 

従って、9 月以降冬期の間は可能であれば、現地調査は避けるべきである。 
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（３）通信状況 

携帯電話：首都ドゥシャンベでは、携帯があれば、海外との通信は可能。また、日本の

ヴォーダフォンはタジキスタンの MLT という電話会社の通信網を使用してそのまま携帯

電話を利用することが可能。MLT はタ国内で一番大きな携帯電話サービス会社の一つで

あり、カバーエリアが広く、地方でも良く通じると言われているが、外国人に対し、携帯

電話サービスを提供していない。（また、ハマドニのライオンセンターでは通じない） 

インターネット：ダイヤルアップ方式でホテルから接続することが可能。インターネッ

トの使用に際し、インターネットカード（約１０USD、１０時間）を購入し、フリーアク

セスの番号・ユーザーID、パスワードでログイン後、プロバイダーの会社のＨＰでピンコー

ドの入力をすることで使用が可能となる。ホテルの電話の状況、プロバイダーの接続状況

によって通じないことも多い。 

 
（４）コピーマシンの持参 

ハマドニ地区では、旧式コピーマシンが１軒のお店にあり、コピーが可能だが、そのコ

ピーは、汚く、しかも A4 サイズでしかとれない。A3 サイズまでコピーできる小型のもの

があれば、持参することを勧める。 

 
（５）チーム間の連絡 

電話回線は、首都とハマドニ地方政府（議長）との間に１本あるだけであり、ハマドニ

地区では各ジャモアット役所間にも全くない状況である。携帯電話は一部の村落において

使用可能であるが、基本的に使用できないと考えた方が良い。首都との連絡には料金を

払って、役所の回線を使えるように交渉してみた方がよい。電話回線がない以上、先数日

間のスケジュールを早い機会に話して、次々とアポイントを取っておいたほうが仕事を進

めやすい。 

 
（６）ハマドニ地区宿泊施設 

１）地方政府付属の宿泊施設は、サウナがあり、温水シャワーもある。＄10/泊で宿泊

できる。しかし、相部屋でも５人程度位までしか宿泊できない。さらに、政府関

係者が宿泊するときには、部屋を空けなければならなくなる。食事はでない。バ

スタオルを持参すること。トイレは旧日本式。 

２）モスコフスキー地区セントラルホテル（ホテル名は仮称、名前がまだない。） 
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地方政府（フクマット）の隣にあり、シングル３部屋、ツイン２部屋、大部屋１

５室あり。６～10 ソモニ/泊で宿泊可能。温水シャワーあり。洗濯が可能。バス

タオルを持参すること。トイレは旧日本式。十分宿泊が可能と思われる。 

TEL：2133（使えるかどうか現地で確認のこと）､ Fax･email なし。 

場所：Somoni Street, Central Hotel 

支配人名：Mr. Khusmadov Gulmad 

 
（７）冬期の暖房 

今回の調査期間は、現地での秋にあたり、過ごしやすい気候であった。しかし、冬期は

暖房がきかず、住民は我慢をしているとのことである。別の冬期に行った調査団は、大変

寒い思いをしているようなので、冬期調査においては、寒さに備えておくべきである。 
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２．インセプション・レポート 
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３．協議議事録（写し） 
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４．調査実施工程 
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 調査工程表 

JICA団員 コンサルタント団員 

総括 計画管理 給水計画/地下水 
開発   機材計画 No 日時(2004) 

柳沢香枝 深澤晋作 高柳建二 佐々木洋介

1 15-Sept. Wed   Air Travel: (Narita-Tashikent) 

2 16-Sept. Thu Meeting with EOJ/JICA, Travel: (Tashikent-Khujand) 

3 17-Sept. Fri Travel:(Khujand-Dushanbe), Meeting with MoES&CD, タジク日本大使館
表敬、地質局訪問 

4 18-Sept. Sat 資料整理 

5 19-Sept. Sun 砂防専門家とDushanbe近郊の地形地質、河川調査 

6 20-Sept. Mon Site Survey at Khamadoni  

7 21-Sept. Tue 
Dushanbe     -
Return to 
Tashkent 

Site Survey at Khamadoni  
Meeting with MoES&CD  

8 22-Sept. Wed  水利省、地質局調査、Meeting with MoES&CD 

9 23-Sept. Thu  
Return to Tashkent、
Meeting with 
EOJ/JICA in 
Tashkent 

Internal Meeting of Team 
タジク農業水道建設公社調査 
ECHO 

10 24-Sept. Fri  Air Travel 
(Tashkent-Narita) 

住宅都市サービス国営公社、
UNDP本部 

11 25-Sept Sat   
資料整理 

12 26-Sept Sun   資料整理 

13 27-Sept Mon   Site Survey at Khamadoni 

14 28-Sept Tue   Kulob UNDP事務所 

15 29-Sept Wed   Site Survey at Khamadoni 
16 30-Sept Thu   Ditto 
17 1-Oct Fri   Ditto & return to Dushanbe 

18 2-Oct Sat   資料整理 

19 3-Oct Sun   Internal Meeting of Team 

20 4-Oct Mon  
 住 宅 都 市 サ ー ビ ス 国 営 公 社 , 

MOES&CD 
21 5-Oct Tue   ACTED(NGO),UNICEF  
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JICA団員 コンサルタント団員 

総括 計画管理 給水計画/地下水 
開発   機材計画 No 日時(2004) 

柳沢香枝 深澤晋作 高柳建二 佐々木洋介

22 6-Oct Wed
(Tashkent-Dushan

be) 
Internal Meeting

 
MOES&CD 

23 7-Oct Thu

Meeting with 
MoES&CD, Sign 
on M/D(Return to 
Tashikent) 

 

Meeting with MoES&CD 

24 8-Oct Fri   WHO、タジク大使館報告 

25 9-Oct Sat   資料整理 

26 10-Oct. Sun   資料整理  

27 11-Oct Mon   地質局、宇宙研究所、MOES&CD、
(Return to Tashikent) 

28 12-Oct Tue   Meeting with EOJ/JICA 

29 13-Oct Wed   Air Travel (Tashkent – Narita)  
（注）ロシア語通訳：香取潤、コンサルタント団員とともに全工程同行した。 
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５．主要面談者リスト 
 

 



- 

主要面談者リスト 
(1) ウズベキスタン日本大使館 

楠本祐一 特命全権大使 

高橋博史 公使 

北村弘子 三等書記官 

(2)  タジキスタン日本大使館 

三好功一 臨時代理大使 

大野浩司 三等書記官 

(3)  Ministry of Emergency Situation and Civil Defense (MOES&CD) 
Minister: Mr. Ziyoev Mirzo 
Deputy Minister: Mr. Rajabov Abdurakhim  
Deputy Minister: Mr. Usmanov Islom 

(4)  Ministry of Melioration and Aquatic Economy （水利省）  

First Duputy Vice Minister: Mr. Nurulo Athurov 
Deputy Vice Minister：Mr. Hasanov Homidjon Usmonovich  

(5) タジキスタン農村水道施設建設公社 

General Director: Mr. Isoev Mahmasaid 
主任技師：Mr. Sharipof Gulmohamed 

(6)  Presidential Office､ Department of Geological Survey （地質調査局）     

         General Director: Mr. Akhmetov Aleksandr Rakhmatulloevich 
Chief of Mineral Resources Section: Mr. Djanobilov Murodillo 
Chief of Geology Section: Mr. Paxmohob Ismatullo 

(7)  エネルギー省タジクネフト（タジキスタン石油公団） 

主任技師: Mr. Nbief Abudaziz  

(8) Housing Municipal Services, State Unitary Enterprise (Communal Service) 
General Director: Mr. Azimov Abdumalik Ataevich 
Deputy Director: Mr. Saifulaev Abdukhamid 
Deputy Director: Mr. Musso Gafurov 
Section Chief for Water Supply: Mr. Sabitov Abdurakhim 

(9)  Local Government of Khamadoni District 
Chair Person: Mr. Ismailov Yakubkhon  
Deputy Chair Person: Mr. Abdualim Gafarov 
Deputy Chair Person: Ms. Abdullaeva Gulchekhra 
General Secretary: Mr. Kimatov Zafarkhon  
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Chief of Construction/Planning Section: Mr. Salimov Sherali 
Deputy Chief of Construction/Planning Section: Mr. Khasanov Abdulfaiz 
Chief of Emergency Situation & Civil Defense: Mr. Niyozov Yorakhmad 
Electricity Supply in Khamadoni District: Mr. Mazoriev Sherali  

(10)  Local Government of Jamoat in Khamadoni District 
Chief of Moskovski Rayon Center: Ms. Kucharova Sitra 
Chief of Panjab Jamoat : Mr. Rakhmonov Abdurazok   
Chief of Mekhnatobod Jamoat: Mr. Hukmatov Fathullo 
Deputy Chief of Kakhramon: Mr. Rakhimov Sharif 
Chief of Kalinin Jamoat: Mr. Bukhoriev Murod 
Chief of Chubek Jamoat: Mr. Saidov Khamrakul  

(11)  Water Canal Enterprise in the Moskovski Rayon （モスコフスキー町上下水

道公社）   

Director: Mr. Bobojon Mahmadshoevich 
(12)  農場主 

サルハチ農場主：Mr. Sadirov Suhrob 

(13)  ECHO, Humanitarian Aid Office: 
Senior Programme manager: Mr. Zafar Teshayev 

(14)  UNICEF 
Project Officer, Water and Environmental Sanitation: Mr. Murat Sahin 

(15)  WHO 
Liaison Officer: Dr. Nazira P. Artykova    

(16)  UNDP 
Deputy Resident Representative, Dushanbe Office : Mr. Igor Bosc 
National Area Manager, Kulyab Area Office: Mr. Hakimjon Sharipov 
Civic Awareness Advisor, Kulyab Area Office: Mr. Firuz Khamidov 
Deputy Area Manager, Kulyab Area Office: Ms. Gulbaqhor Nematova 
Water Engineer, Kulyab Area Office: Mr. Abdusattor Halimov 

(17)  ACTED (NGO) 
Regional Water and Sanitation Engineer: Mr. Christopher Taylor 

(18)  Space Institute 
Chief of Space Institute: Mr. Saidov Mirzo 

(19)  工事・調達関連会社  

シャーム輸入代理店（現地輸入代理店） 

社長：Mr. Mirzo 
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Hydrometerioration Expedition 社（現地井戸掘削業者） 

社長：Mr. Juraief Ahmed 

タジクギインティズ社（現地井戸掘削業者） 

主任技師：Mr. Ahmed Isroil 
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